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(57)【要約】
　本発明は、滅菌養殖水の製造方法および流水式滅菌水
魚類養殖方法に関するものである。さらに詳細には、淡
水または海水を利用して魚類を養殖することにおいて、
淡水また海水を電気分解処理などによりオキシダント（
Oxidant）を生成させ、病原性ウイルス、細菌及び寄生
虫を死滅して有害成分が飲用水の基準以下に生成された
滅菌養殖水を製造しこれを用いて魚類を養殖することに
おいて、滅菌養殖水を中和処理により魚類に有害な残留
オキシダント（Residual Oxidant）を除去した後これを
魚類の養殖水として用いることにより、抗生物質及びワ
クチンを使用せずとも各種病原性微生物による魚類の斃
死率を最小化できるよう、新概念の滅菌水養殖システム
（Sterile Aquaculture System；ＳＡＳ）が適用される
新しい流水式滅菌水の魚類養殖方法に関するものである
。
【選択図】３ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　チタン(Titanium)またはニオブ(Niobium)を基質金属とし、これに、ルテニウム（Ruthe
nium）、イリジウム(Iridium)、タンタル(Tantalum)及びプラチナ(Platinum)の中から選
択された金属またはそれらの酸化物の中で選択された金属が０．１～３０μｍコーティン
グされたものを陽極として使用し、海水及び淡水を電気分解するが、電圧を２．５１～４
．４Ｖ(Volt)に調整して臭素酸塩(Bromate)が１０ｐｐｂ以下で生成されるようにする電
気分解方法を用いた滅菌養殖水の製造方法。
【請求項２】
　（ａ）淡水または海水を採水して養殖水として供給する養殖水供給段階と、
　（ｂ）前記供給された養殖水内で、前記請求項１による電気分解方法を用いてオキシダ
ント(oxidant)を生成させるオキシダント生成段階と、
　（ｃ）前記養殖水が連続して流れる状態で、養殖水内においてオキシダントが残留しな
がら前記養殖水内の魚類有害菌を殺菌する殺菌処理段階と、
　（ｄ）前記養殖水が連続して流れる状態で、前記殺菌処理された養殖水に中和剤(Neutr
alizer)を投入して養殖水内の残留オキシダントが０．０６ｐｐｍ以下になるようにオキ
シダントを除去する中和処理段階と、
　（ｅ）前記殺菌処理及び中和処理された滅菌養殖水を魚類の養殖水槽に供給する滅菌養
殖水供給段階と、
　（ｆ）前記養殖水槽から魚類養殖に使用された養殖廃水を排出する養殖排水排出段階と
、を含み、
　前記（ｃ）および（ｄ）段階は、２～８個に区画されているチャンバーで行われ、前記
養殖水は区画されているチャンバーに導入（引入）またはポンピング(pumping)され一方
向に流れながら、区画された各チャンバーにおいて前記（ｃ）段階の殺菌処理と前記（ｄ
）段階の中和処理が順次に行われ、
　この時、各チャンバーは、下端部が所定の幅で開放された隔壁と、上端部が所定の幅で
段を成すように形成された隔壁とが交互に配置され、上端部から下端部に前記養殖水が移
動して、下端部から流入された養殖水が再び上端部へ移動し、
　上端部でオーバーフローされ流入し、再び下端部に移動する方式で構成され、養殖水が
連続的に上下に上り下りしながら移動される流水(water flow)方式で導入（引入）または
ポンピング(pumping)される構造を有することを特徴とする、流水式滅菌水魚類養殖方法
。
【請求項３】
　前記（ｃ）段階のオキシダントの総残留オキシダント(Total Residual oxidant、ＴＲ
Ｏ）値は、０．１～７．０ｐｐｍであることを特徴とする、請求項２に記載の流水式滅菌
水魚類養殖方法。
【請求項４】
　前記（ｃ）の段階の殺菌は、１～２８分間反応させることを特徴とする、請求項２に記
載の流水式滅菌水魚類養殖方法。
【請求項５】
　前記（ｄ）段階は、遷移金属及びＩＶＡ族に属する金属、またはこれらのイオンの中か
ら一つ以上を中和促進剤として投入しオキシダントの除去を促進させる段階をさらに含む
ことを特徴とする、請求項２に記載の流水式滅菌水魚類養殖方法。
【請求項６】
　前記（ｄ）段階は、空気を注入してオキシダントを除去するエアレーションス段階をさ
らに含むことをを特徴とする、請求項２に記載の流水式滅菌水魚類養殖方法。
【請求項７】
　前記（ｄ）段階は、亜鉛、鉄、銅、クロム及びスズからなる群より選択された１種以上
の金属、またはこれらのイオンを中和促進剤として投入してオキシダントの除去を促進さ
せる段階と、空気を注入してオキシダントを除去するエアレーションス段階とをさらに含
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むことを特徴とする、請求項２に記載の流水式滅菌水魚類養殖方法。
【請求項８】
　前記中和促進剤剤は、網(mesh drawing)、粉末(powder)、グラニュール(granule)、多
孔質(porous)ペレット、円筒形ブロック(block)、または板(Plate)の中から選択された一
つ以上の形態で投入されることを特徴とする、請求項５又は７に記載の流水式滅菌水魚類
養殖方法。
【請求項９】
　前記（ｄ）中和処理段階は、１～４８分間行うことを特徴とする、請求項２に記載の流
水式滅菌水の魚類養殖方法。
【請求項１０】
　前記（ｃ）段階は、オキシダントと養殖水を接触して殺菌された直後に、前記（ｄ）段
階を行うための中和剤の投入が連続的に行われることを特徴とする、請求項２に記載の流
水式滅菌水魚類養殖方法。
【請求項１１】
　前記中和剤として、チオ硫酸無機塩類、ジチオン酸ナトリウム、アスコルビン酸、アス
コルビン酸ナトリウム、システイン、亜硫酸ガス、亜硫酸ナトリウム、ピロ亜硫酸ナトリ
ウム、ピロ亜硫酸カリウム、酸性亜硫酸ナトリウム、過酸化水素の中から選択された１種
以上の中和剤を使用することを特徴とする、請求項２に記載の流水式滅菌水魚類養殖方法
。
【請求項１２】
　淡水または海水を採水して養殖水に供給する養殖水供給部と、
　電気分解によるオキシダント生成手段を備え、供給された前記養殖水において前記請求
項１による電気分解方法によりオキシダント（ｏｘｉｄａｎｔ）を生成するオキシダント
生成部と、
　前記オキシダントが生成された養殖水が供給され移動する間に、前記養殖水内でオキシ
ダントが残留しながら、前記養殖水内の魚類有害菌を殺菌するようにする養殖水移動チャ
ンバーを含む殺菌処理部と、
　前記殺菌処理された養殖水が移動する間に、チオ硫酸塩類、ジチオン酸ナトリウム、ア
スコルビン酸、アスコルビン酸ナトリウム、システイン、亜硫酸ガス、亜硫酸ナトリウム
、ピロ亜硫酸ナトリウム、ピロ亜硫酸カリウム、酸性亜硫酸ナトリウムおよび過酸化水素
の中で選択された１種以上の中和剤(Neutralizer)を投入する中和剤投入部を有し、前記
中和剤が投入された養殖水が移動を続けながら、前記養殖水内の残留オキシダントが中和
によって０．０６ｐｐｍ以下まで除去されるようにする、養殖水移動チャンバーを含む中
和処理部と、
　前記殺菌処理および中和処理された滅菌養殖水を養殖水槽に供給する滅菌養殖水供給部
と、
　前記養殖水槽から使用済の養殖廃水を排出する養殖廃水排出部と、
を含むことを特徴とする流水式滅菌水魚類養殖システム。
【請求項１３】
　前記中和処理部の中和は、前記殺菌処理部の最後のチャンバーに前記中和剤投入部から
投入された中和剤が流水の流れによりオーバーフロー(over flow)することにより前記中
和処理部のチャンバーに採水され中和が始まるように構成されたことを特徴とする、請求
項１２に記載の流水式滅菌水魚類養殖システム。
【請求項１４】
　前記中和処理部は、亜鉛、鉄、銅、クロム、およびスズからなる群より選択された１種
以上の金属、またはこれらのイオンを中和促進剤としてさらに投入されることを特徴とす
る、請求項１２に記載の流水式滅菌水魚類養殖システム。
【請求項１５】
　前記中和促進剤は、網、粉末、グラニュール、板、多孔質ペレットまたは円筒形ブロッ
クの中から選択された形態で投入されることを特徴とする、請求項１４に記載の流水式滅
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菌水魚類養殖システム。
【請求項１６】
　前記中和処理部は、ブロアー（blower）、コンプレッサー（compressor）、撹拌機（mi
xer）及び循環ポンプ（circulating pump）からなる群より選ばれた１種以上の反応向上
装置をさらに含むことを特徴とする、請求項１２に記載の流水式滅菌水魚類養殖システム
。
【請求項１７】
　（ａ）淡水または海水を採水して養殖水として供給する養殖水供給段階と、
　（ｂ）前記供給された養殖水内においてオキシダント(oxidant)を生成させるオキシダ
ント生成段階と、
　（ｃ）前記養殖水が連続して流れる状態で、前記養殖水内でオキシダントが残留しまが
ら前記養殖水内の魚類有害菌を殺菌する殺菌処理段階と、
　（ｄ）前記養殖水が連続して流れる状態で、前記殺菌処理された養殖水に中和剤（Neut
ralizer）を投入して、前記養殖水内の残留オキシダントが０．０１ｐｐｍ以下になるよ
うにオキシダントを除去する中和処理段階と、
　（ｅ）前記殺菌処理および中和処理された滅菌養殖水を魚類の養殖水槽に供給する滅菌
養殖水供給段階と、
　（ｆ）前記養殖水槽から魚類養殖に使用済の養殖廃水を排出する養殖廃水の排水段階と
、を含み、
　前記（ｃ）と（ｄ）段階は、２～８個に区画されているチャンバーにおいて行われ、前
記養殖水は前記区画されているチャンバーに導入（引入）またはポンピング(pumping)さ
れ一方向に流れながら、前記区画された各々のチャンバーにおいて前記（ｃ）段階の殺菌
処理と前記（ｄ）段階の中和処理とが順次行われ、
　このとき、前記各チャンバーは、下端部が所定の幅に開放された隔壁と、上段部が所定
の幅で段を成すように形成された隔壁とが交互に配置され、上端部から下端部に養殖水が
移動し、前記下端部から流入された養殖水が再び前記上端部に移動し、前記上端部からオ
ーバーフローされ流入し再び前記下端部に移動する方法で構成され、前記養殖水が連続し
て上下に上り下りしながら移動される流水方式で導入（引入）またはポンピングされる構
造を有することを特徴とする、流水式滅菌水魚類養殖方法。
【請求項１８】
　前記オキシダントは、オゾンから生成されることを特徴とする、請求項１７に記載の流
水式滅菌水魚類養殖方法。
【請求項１９】
　前記中和剤は、チオ硫酸無機塩類、ジチオン酸ナトリウム、アスコルビン酸、アスコル
ビン酸ナトリウム、システイン、亜硫酸ガス、亜硫酸ナトリウム、ピロ亜硫酸ナトリウム
、ピロ亜硫酸カリウム、酸性亜硫酸ナトリウム、過酸化水素の中から選択された１種以上
であることを特徴とする、請求項１７に記載の流水式滅菌水魚類養殖方法。

 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、滅菌養殖水の製造方法と流水式滅菌水の魚類養殖方法に関するものであり、
さらに詳しくは、淡水または海水を利用して、魚類を養殖するにあたり、淡水または海水
を電気分解処理などでオキシダント（Ｏｘｉｄａｎｔ）を生成させ、病原性ウイルス、細
菌、および寄生虫を死滅して有害成分が飲用水基準以下の含量に生成された滅菌養殖水を
製造し、これを利用して魚類を養殖するにあたり、滅菌養殖水を中和処理により魚類に有
害な残留オキシダント（ResidualOxidant）を除去した後、これを魚類の養殖水として使
用することにより、抗生剤およびワクチンを使用せずとも、様々な病原性微生物による魚
類の斃死率を最小化にできる新しい概念の滅菌水養殖システム（Sterile Aquaculture Sy
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stem；ＳＡＳ）が適用される新しい流水式滅菌水魚類養殖方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　魚類の養殖方法は、川や海に一定の大きさの網目を設置して養殖する区画式、池などを
塞いで養殖する止水式、淡水または海水を陸上水槽にポンピング（Pumping）して、１日
数十回、新しい水に交換しながら養殖する陸上水槽式、１日の新しい水の交換率を１０％
程度と非常に少なくしながら、水槽内の養殖水をドラムフィルター（DrumFilter）とバイ
オフィルター（Biofilter）を通過させ浄化してから、再び水槽に供給する循環ろ過式（
ＲＡＳ）、残存飼料および養殖魚類が分泌する代謝産物に自家栄養細菌と他家栄養細菌を
同時に増殖させながら分解して利用するバイオフロック式（Biofloc）などがある。
【０００３】
　一方、海は陸から流れてくる様々な汚染物のため、富栄養化が急速に進められてきて、
これにより、様々なウイルス、病原性細菌や寄生虫などが繁殖して近海の養殖環境は酷く
悪化して、養殖魚類の斃死は増え続いている。統計によって多少の差はあるが、稚魚から
販売まで概ねの水量斃死率は５０％以上、重量斃死率は４０％以上を示しており、漁業者
の苦痛は言葉で形容できないほどである。
【０００４】
　これを解決するために、汚染された海水と完全に遮断された人為的な清浄海水でのみ養
殖するために開発された方式が、前記の「循環ろ過式」と「バイオフロック式」である。
しかし、このような方法は、アンモニア窒素、亜硝酸性窒素および寄生虫等にさほど敏感
ではないテラピア、ウナギ、コイ類、サモン類、エビなどのいくつかの魚種には可能だが
、清浄海域でよく育つ大半の魚種には危険性が高く、高価の施設費と維持費がかかると言
う大きな欠点があり、新水交換率が低いため、各種原生生物が繁殖するのに良好な条件と
なり、大量斃死の危険性が常に存在する。
【０００５】
　したがって、２０～３０年前から淡水または海水を、オゾン(Ozone)または電気分解(el
ectrolysis)によりオキシダント(Oxidant)物質を生成させ、水の中のウイルス、細菌およ
び寄生虫を死滅させた後、オキシダントを活性炭(ActivatedCarbon)（例えば、Cabot cor
poration Norit　ＧＣＮ　８３０）などで除去した後、養殖水として使用する研究が活発
に進んできたが、（特許文献１）、これは多くの水量が要求（中小型養魚場で水面積５０
００ｍ２の場合、６０トン／ｍｉｎの水量が必要）される養魚場には実用化されずに、食
品産業の飲用水（コーラなど）の製造に利用されるレベルである。
【０００６】
　さらに、養殖水（海水及び淡水）には、塩化ナトリウム（ＮａＣｌ）と臭化ナトリウム
（ＮａＢｒ）などの数種の塩類が含まれているが、これらの養殖水は、電気分解した場合
、数種のオキシダント物質（Total Residual Oxidant、ＴＲＯ）が生成され、例えば、以
下の反応式１に列挙したような様々な電気分解反応が起こり得る。
【０００７】
　（反応式１）
ＮａＣｌ→Ｎａ＋＋Ｃｌ－

２Ｃｌ→Ｃｌ２＋２ｅ－

Ｃｌ２＋Ｈ２Ｏ→ＨＣｌ＋ＨＯＣｌ
ＨＯＣｌ→Ｈ＋＋ＯＣｌ－

Ｈ２Ｏ→Ｈ＋＋ＯＨ－

Ｎａ＋ＯＨ→ＮａＯＨ
Ｃｌ２＋２ＮａＯＨ→ＮａＯＣｌ＋ＮａＣｌ＋Ｈ２Ｏ
ＨＯＣｌ＋Ｂｒ→ＨＯＢｒ＋Ｃｌ－

ＨＯＢｒ→Ｈ＋＋ＯＢｒ－

　また、オゾン発生器およびオゾン溶解装置により、海水と淡水にオゾン（ｏｚｏｎｅ）
を溶解したときに生成される各種オキシダント物質は、下記の反応式２に挙げるような様
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々な反応が起こり得る。
【０００８】
　（反応式２）
溶解されたＯ３→Ｏ２＋Ｏ
ＮａＢｒ＋Ｏ３→ＮａＯＢｒ＋Ｏ２

ＮａＣｌ＋Ｏ３→ＮａＯＣｌ＋Ｏ２

ＮＨ３＋ＨＯＢｒ→ＮＨ２Ｂｒ＋Ｈ２Ｏ
ＮＨ２Ｂｒ＋ＨＯＢｒ→ＮＨＢｒ２＋Ｈ２Ｏ
ＮＨＢｒ２＋ＨＯＢｒ→ＮＢｒ３＋Ｈ２Ｏ
　淡水または海水において、電気分解やオゾン供給器を利用して生成された上記のような
オキシダント物質は、病原性ウイルス、細菌および寄生虫を死滅するためには、濃度０．
８ｐｐｍ（０．８ｍｇ／Ｌ）以上、所要時間１分以上であれば十分であると様々な文献で
報告されている（非特許文献１～３）。また、亜硫酸ナトリウムとチオ硫酸ナトリウムに
よりオゾンから発生したオキシダント（Ｏｘｉｄａｎｔ）を中和させて除去することがで
きるが、このような方法は、小型養魚場用やＢａｔｃｈ式のみ可能であり、流水式連続式
には中和の難しさのため不可能であると知られている（「１３．２海水オゾン処理の基礎
知識」、オゾン利用の新技術、日本サンユー書房発行、ｐ５９３）。
【０００９】
　また、特許文献２では、海水を電気分解して得られた酸性水とアルカリ水の希釈液をそ
れぞれ含む、魚病の病原性細菌の殺菌液を製造する方法と、これを利用した後にそれを中
和させるための方法として、このような殺菌液を化学量論的の体積比で互いに混合して中
和させる方法が提案されている。しかし、これは魚病殺菌のために、養殖水に使用される
細菌殺菌液であり、養殖水を持続的に処理する流水式養殖方法に適用することはできない
技術である。
【００１０】
　特許文献３は、海水殺菌処理方法に関するもので、海水を電位差および電気分解で殺菌
処理するステップ及び前記処理された海水を二酸化塩素処理器に通過させて処理する段階
を経て殺菌処理する装置と、これを過酸化水素で中和処理する技術が提案されている。し
かし、この発明は、魚類に毒性の強い二酸化塩素処理とオキシダント濃度による魚類の毒
性問題が具体的に議論されておらず、屋外のエビ養殖場への応用を試みたもので、総残留
オキシダント（ＴＲＯ）の測定において、０．５ｍｇ／Ｌ（０．５ｐｐｍ）以上において
のみ分析可能な化学的分析法を使用したことから、オキシダントを０．５ｐｐｍ以下に除
去できない技術であり、魚類を養殖できる最小限の濃度である０．０６ｐｐｍ以下までオ
キシダントを除去できないため、養殖産業への適用は不可能である。特に、中和処理に使
用される過酸化水素は、他の補助的な中和手段とともに適用しても、中和処理に非常に長
い時間が必要となり流水式養殖方法には適用できない問題がある。
【００１１】
　また、特許文献４では、海水を電気分解してバラスト水を殺菌処理した後、一定時間バ
ラスト水タンクに保存してから中和して排出する技術が提案されているが、この発明は、
養殖水への適用が不可能な船舶バラスト水における微生物除去のための技術に過ぎず、魚
類養殖に必要な滅菌レベルの魚類養殖方法としては適用が不可能である。特に、ここでの
中和処理は、船舶バラスト水を排出する場合、生物が死滅せずに生存する限界線まで中和
するものであるため滅菌水としてみなすこともできなく、魚類に適用することは不可能で
ある。
【００１２】
　一方、魚類に病気を引き起こす各種ウイルス、細菌およびスクーチカのような寄生虫を
死滅するためには、オキシダント濃度が０．８ｐｐｍの場合は１分以上処理すると９９．
９％以上死滅し、０．５ｐｐｍで５分以上処理しても、ほぼ同様の殺菌効果を示すと報告
されている。
【００１３】
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　また、オキシダントに対する魚類の安定性において、総残留オキシダント（TotalResid
ual Oxidant、ＴＲＯ）０．０３ｐｐｍにおいてマダイは５０分、黒鯛は０．０４ｐｐｍ
で１０分で死に至り、ニジマスのＴＲＯ　ＬＣ５０（５０％が斃死する濃度）は、０．０
０８ｐｐｍであると紹介しており、魚類が総残留オキシダントに対して非常に危険である
ことを警告している。さらに、韓国で最も多く養殖しているヒラメの場合は、０．０１～
０．０４ｐｐｍ（ｍｇ／Ｌ）にて毒性があると開示しており、魚類を安全に養殖するため
には総残留オキシダントが０．００３ｐｐｍ（ｍｇ／Ｌ）以下でなければならないと記述
されてある［非特許文献３］。
【００１４】
　したがって、病原性微生物が電気分解またはオゾン供給器により生成させた総残留オキ
シダントが０．８ｐｐｍ程度の低い濃度において短い時間で完全に死滅することはできる
が、魚類に対する毒性が強いため養殖水には使用することができなかった。その理由は、
オキシダントを利用して、滅菌後に、その残留オキシダントの除去に関する技術がまとも
に実現されていなかったからである。
【００１５】
　このようなオキシダント除去技術に関連して、これまで知られている活性炭ろ過装置（
Activated Carbon Filter）は、１日１～２０回の新水交換に多くの水量がかかる魚類養
殖場に適用される養殖水について、前記に挙げた各種オキシダントを、魚類が増殖するの
に十分な０．００３ｐｐｍ以下まで除去するには、大層な処理能力と面積が必要となるた
め、産業化できず、オキシダントを０．０１ｐｐｍまでは除去し、食品産業と一部小規模
の種苗場のようなところで使用されてきた。
【００１６】
　これに関連して、非特許文献４では、オキシダント０．０７～０．０９ｐｐｍ（ｍｇ／
Ｌ）にて活魚貝類を短時間処理したとき、えら１２時間後、表皮２４時間後、内蔵３６時
間後に、ビブリオ（Ｖｉｂｒｉｏ）菌が検出されず、１週間露出したとき、斃死しなかっ
たため、活魚店において消費者に販売する前にビブリオ菌などを死滅させる用途としての
活用可能性を示唆しているが、養殖場で長期間養殖水を注入することは絶対に不可能であ
り、魚介類が斃死する場合があり、実用化していない。
【００１７】
　このように、従来の魚類養殖方法の場合、滅菌方法で養殖水を持続的に供給する流水式
養殖方法が適用されず、止むを得ず各種抗生物質やワクチンを使用したり、さらには４０
～５０％の斃死を甘受しつつ養殖をしているのが実情であり、魚種に応じて、循環ろ過式
（ＲＡＳ）、バイオフロック式（ＢｉｏＦｌｏｃ式）で斃死率を下げる努力を続けている
程度である。したがって養魚産業で、より効率的で、経済的な新しい魚類養殖システムの
開発が切実な実情である。
【００１８】
　一方、このような魚類の養殖方法において適用される滅菌養殖水の製造時に、電気分解
装置またはオゾンで淡水や海水を殺菌する場合、淡水および海水中に存在するＮａＣｌと
ＮａＢｒにより陽極からＯ２、Ｃｌ２、Ｂｒ２、Ｏ３、ＯＨラジカルのＴＲＯ（Total Re
sidual Oxidant）が最初に発生した後、これらの物質が２次的にＮａＯＣｌ、ＣｌＯ２、
ＮａＯＢｒ、ＨＯＣｌ、ＨＯＢｒなどを生成し、これらの物質が淡水及び海水に存在する
各種の有機物質と反応をしてＴＨＭｓ、ＨＡＡｓ、ＨＡＮｓなどを生成し、ＯＨラジカル
が一瞬生成され消失される過程でＣＯを生成させ、オゾン（Ｏｚｏｎｅ）ＯＲＰ（Oxidat
ion Reduction Potential）以上の電位差（Ｐｏｔｅｎｔｉａｌ）でオゾンが発生した後
、または電解槽内で過電流または過電圧が発生した時にＢｒＯ３－（Ｂｒｏｍａｔｅ）が
発生するという主張が提起されている。
【００１９】
　また、電気分解方式で養殖水を滅菌して病原性微生物のない養殖水を製造することはで
きたが、魚類に対して安全な範囲までオキシダント（Ｏｘｉｄａｎｔ）を除去する技術と
滅菌された養殖水の中に副産物（ｂｙ－ｐｒｏｄｕｃｔ）として生成される、人体及び魚
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類有害物質を飲用水基準以下に含有するように、滅菌養殖水を製造するのは高コストがか
かり、養殖用としては実用化されず、船舶のバラスト水を殺菌処理してＩＭＯ（国際海事
機関）に承認される基準内で海洋に排出することで、多量の海水と迅速に希釈されるよう
にして、海に生息している魚類に被害を与えないバラスト水殺菌処理用の技術として活用
されているだけである。
【００２０】
　このように、養殖水を電気分解で滅菌して養殖する滅菌水養殖方法は、未だまともに実
用化されておらず、その理由は、電気分解して殺菌した後、活性炭（Ａｃｔｉｖａｔｅｄ
　Ｃａｒｂｏｎ）によりＴＲＯ物質を除去する方法が知られている程度なので、その製造
方法上、小規模の種苗場または研究用などに活用している状況である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００２１】
【特許文献１】韓国登録特許第１２６４２６０号
【特許文献２】韓国特許公開第２００４－１９７７２号
【特許文献３】韓国特許公開第２０１０－５９０８９号
【特許文献４】韓国特許登録第１０－１０６４９１１号
【非特許文献】
【００２２】
【非特許文献１】SUISANZOSHOKU, 49(2), 237-241(2001)
【非特許文献２】NipponSuisan Gakkaishi, 67(2), 222-225(2001)
【非特許文献３】水産増殖、第44巻第4号, 457-463(1996-H8)
【非特許文献４】韓国水産学会誌、46(5), 534-539(2013)
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２３】
　本発明では、魚類の養殖水を供給するシステムで抗生物質とワクチンを使用しなくても
、様々な病原性微生物による魚類の斃死率を最小限にすることができる養殖水処理方式で
あって、オゾンまたは電気分解方式で生成されたオキシダントを活用して、有害物質が飲
用水基準以下に含有される無菌の養殖水を製造する方法を開発することを解決課題とする
。
【００２４】
　また、前記無害性滅菌養殖水を流水式で継続的に供給しながらも、従来の循環ろ過式（
ＲＡＳ）やバイオフロック式（Ｂｉｏｆｌｏｃ）と比較して、低コスト及び高効率の新し
い魚類養殖方法とそのシステムの提供を解決の課題とする。
【００２５】
　本発明者らは、養殖水にオキシダント（ｏｘｉｄａｎｔ）を生成させ、魚類有害菌を殺
菌するが、養殖水に残っているオキシダントを特定中和処理方法を使用してオキシダント
を除去すると、養殖水内に０．０６ｐｐｍ（ｍｇ／Ｌ）以下、好ましくは０．０１ｐｐｍ
以下、さらに好ましくは０．００３ｐｐｍ以下にオキシダントが残留することになるため
、魚類に安全な状態の滅菌養殖水を流水式で養殖システムに適用することができるという
ことが分かり、本発明を完成するに至った。
【００２６】
　したがって、本発明の目的は、養殖水を電気分解方法により滅菌処理する滅菌養殖水の
製造方法を提供することにある。
【００２７】
　また、本発明の他の目的は、養殖水をオキシダントで殺菌した後、中和剤（Neutralize
r）でオキシダントを除去して、魚類に安全な養殖水を流水式に供給できる滅菌水の魚類
養殖方法を提供することにある。
【００２８】
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　また、本発明のまた他の目的は、非常に経済的、かつ、効率的に養殖水を処理しながら
、環境に優しくも大規模魚類養殖を可能にする新概念の流水式滅菌水魚類養殖の方法を提
供することにある。
【００２９】
　また、本発明のまた別の目的は、新しい養魚システムとして流水式魚類の養殖用滅菌養
殖システム（Sterile Aquaculture System；ＳＡＳ）を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００３０】
　前記課題を解決するために、本発明は、チタン（Ｔｉｔａｎｉｕｍ）またはニオビウム
（Ｎｉｏｂｉｕｍ）を基質金属とし、これにルテニウム（Ｒｕｔｈｅｎｉｕｍ）、イリジ
ウム（Ｉｒｉｄｉｕｍ）、タンタル（Ｔａｎｔａｌｕｍ）および白金（Ｐｌａｔｉｎｕｍ
）の中から選択された金属またはそれらの酸化物の中から選択された金属が０．１～３０
μｍコーティングされたことを陽極として使用して海水及び淡水を電気分解するが、電圧
を２．５１～４．４Ｖ（Ｖｏｌｔ）に調整して臭素酸塩（Ｂｒｏｍａｔｅ）が１０ｐｐｂ
以下に生成されるようにする電気分解方法を利用した滅菌養殖水の製造方法を提供する。
【００３１】
　また、本発明は（ａ）淡水または海水を採水して養殖水として供給する養殖水の供給段
階；（ｂ）供給された養殖水内で、前記のような電気分解の方法を適用してオキシダント
（ｏｘｉｄａｎｔ）を生成させるオキシダント生成段階；（ｃ）養殖水が連続して流れる
状態で、養殖水内でオキシダント（ｏｘｉｄａｎｔ）が残留しつつ養殖水内の魚類有害菌
を殺菌する殺菌処理段階；（ｄ）養殖水が連続して流れる状態で、前記殺菌処理された養
殖水に中和剤を投入して養殖水内の残留オキシダントが０．０６ｐｐｍ以下になるように
オキシダントを除去する中和処理段階；（ｅ）前記殺菌処理および中和処理された滅菌養
殖水を魚類の養殖水槽に供給する滅菌養殖水の供給段階；及び（ｆ）前記の養殖水槽から
魚類養殖に使用された養殖廃水を排出する養殖廃水排出段階；を含むことをを特徴とする
流水式滅菌水魚類養殖方法を提供する。
【００３２】
　また、本発明は、淡水または海水を採水して養殖水として供給する養殖水供給部；オキ
シダントの生成手段を備え、供給された養殖水にて前記電気分解方法でオキシダントを生
成させるオキシダント生成部、オキシダントが生成された養殖水が供給され移動する間、
養殖水内でオキシダントが残留しながら養殖水内の魚類有害菌を殺菌するようにする養殖
水数移動チャンバーを含む殺菌処理部；殺菌処理された養殖水の移動中に中和剤を投入す
る中和剤投入部を有し、中和剤が投入された養殖水が移動しつつ、養殖水内の残留オキシ
ダントが中和によって０．０６ｐｐｍ以下まで除去されるようにする養殖水移動チャンバ
ーを含む中和処理部；殺菌処理および中和処理された滅菌養殖水を養殖水槽に供給する滅
菌養殖水供給部；及び養殖水槽から使用済の養殖廃水を排出する養殖廃水排出部；を含む
ことを特徴とする流水式滅菌水魚類養殖システムを提供する。
【００３３】
　また、本発明は、（ａ）淡水または海水を採水して養殖水として供給する養殖水の供給
段階；
（ｂ）供給された養殖水内でオキシダントを生成させるオキシダント生成段階；
（ｃ）養殖水が連続的に流れる状態で、養殖水内でオキシダントが残留しながら養殖水内
の魚類有害菌を殺菌する殺菌処理段階；
（ｄ）養殖水が連続的に流れる状態で、前記殺菌処理された養殖水に中和剤を投入して、
養殖水内の残留オキシダントが０．０１ｐｐｍ以下になるようにオキシダントを除去する
中和処理段階；
（ｅ）前記殺菌処理および中和処理された滅菌養殖水を魚類の養殖水槽に供給する滅菌養
殖水供給段階；及び
（ｆ）前記養殖水槽から魚類養殖に使用された養殖廃水を排出するための養殖廃水排出段
階；を含み、
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前記（ｃ）と（ｄ）段階は、２～８個に区画されているチャンバーで行われ、養殖水は区
画されたチャンバー内に導入（引入）、またはポンピング（ｐｕｍｐｉｎｇ）され、一方
向に流れながら、区画された各々のチャンバーにおいて順次（ｃ）段階の殺菌処理と（ｄ
）段階の中和処理とが行われる。このとき、各チャンバーは、下端部が所定の幅で開放さ
れた隔壁と、上端部が所定の幅で段を成すように形成された隔壁とが交互に配置され、上
端部から下端部に養殖水が移動して、下端部から流入した養殖水が再び上端部に移動し、
上端部でオーバーフローされ流入し、再び下端部に移動する方式で構成され、養殖水が連
続して上下に上り下りしながら移動する流水（ｗａｔｅｒ　ｆｌｏｗ）方式で導入（引入
）、またはポンピング（ｐｕｍｐｉｎｇ）される構造を有することを特徴とする流水式滅
菌水の魚類養殖方法を含む。
【発明の効果】
【００３４】
　本発明は、養殖水を特定条件の電気分解を利用して、低コスト、高効率な方法で殺菌処
理した後、中和剤自体も魚類に安全で、中和処理後に生成される物質も魚類に安全な中和
剤を使用する中和処理方法でオキシダントの有害性を解消することにより養殖水滅菌処理
を効率的に可能にして、連続的な滅菌処理ができる効果がある。
【００３５】
　すなわち、本発明は、養殖水内の格種病原性微生物を死滅した後、魚類に有害な残留オ
キシダント物質を０．０６ｐｐｍ以下、好ましくは０．０１ｐｐｍ以下、さらに好ましく
は０．００３ｐｐｍ以下にほぼ完全に除去して、滅菌された養殖水である滅菌水を、養殖
水槽に持続的に供給することにより、各種病原性微生物などの魚類有害菌による斃死を画
期的に減らすことができる実用性の高い技術である。
【００３６】
　本発明により養殖方法と滅菌養殖システムは、抗生物質を全く与えてない方法で養殖魚
類を大量生産することが可能であるため、養殖魚が健康食材として定着させることができ
る。また、養殖魚類の消費拡大により養殖産業の所得増大に大きく貢献するだけでなく、
台風、病原性微生物の拡散などの自然災害の影響を受けずに経済的、かつ、環境に優しく
魚類の養殖を可能にして、新しい養殖産業時代を切り開いていくことができることが期待
される。
【００３７】
　特に、本発明において、電気分解方法の条件は、特定の電圧範囲で実施して滅菌養殖水
を製造できるため、臭素酸塩などの人体に有害な物質を最小限に抑えることができるため
、より人体に安全で斃死率がほとんどない養殖システムの適用が可能という効果がある。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】図１は、本発明による流水式滅菌水の養殖方法を工程図で例示した図である。
【図２】図２は、本発明による魚類養殖のための流水式滅菌養殖システムの一実施例であ
り、殺菌処理部と中和処理部が多数のチャンバーで構成されたこと含む、典型的な滅菌水
魚類養殖システムの例を概略的に示した図である。
【図３】図３ａ、３ｂは、本発明による滅菌養殖システムにおける主要部位である殺菌処
理部及び中和処理部の構成を一つの具体的実施例として例示した図であり、図３ａは殺菌
処理部と中和処理部を構成する８つのチャンバーとそのチャンバーを移動する養殖水移動
経路を矢印で示しており、図３ｂは、殺菌処理部と中和処理部を構成する８つのチャンバ
ーの平面構造を図式的に表した図である。
【発明を実施するための形態】
【００３９】
　以下、本発明を一つの実施例として、より詳細に説明する。
【００４０】
　本発明は、多量の養殖水を連続的に供給しながら殺菌処理及び中和処理し、魚類養殖水
槽を経てから供給された養殖水の全量を連続的に排出するようにする、新しい概念の滅菌
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養殖システム（ＳＡＳ）を適用する流水式滅菌水の魚類養殖方法に関するものである。こ
のような本発明に係る流水式魚類養殖方法は、本質的に魚類の滅菌養殖システムに適用さ
れるものであって、このような本発明による流水式滅菌水魚類養殖方法は、図１に示すよ
うな工程図を以て説明することができる。
【００４１】
　本発明は、養殖水供給段階、オキシダント生成段階、殺菌処理段階、中和処理段階、滅
菌養殖水供給段階、養殖水排出段階が連続的に行われるように構成できる流水式の滅菌水
魚類養殖方法を特徴とする。
【００４２】
　本発明で養殖水の供給段階（ａ）は、淡水または海水を採水して養殖水として供給する
段階である。
【００４３】
　この段階（ａ）では、淡水が継続的に供給可能なところから淡水を継続的に採水したり
、海から海水を継続的に採水して、ポンピング（Ｐｕｍｐｉｎｇ）または自然流水によっ
て養殖水として供給する段階である。本発明の好ましい実施例によると、湖や海などから
長いパイプなどを利用して養殖水を採水することができ、これをポンプなどを利用して養
殖水として採水することができる。このように採水された養殖水には、さまざまな魚類有
害菌が含まれており、そのまま養殖水として適用すると、４０～５０％の養殖魚斃死が発
生する。したがって、このような初期養殖水に含有された各種魚類有害菌を滅菌処理する
ためには、滅菌処理環境を組成するように、次の段階であるオキシダント生成段階（ｂ）
へ送られる。
【００４４】
　前記（ｂ）段階は、供給された養殖水内でオキシダントを生成する段階であり、ここで
、養殖水でオキシダントを生成させるための手段としては、電気分解（electrolysis）を
利用してオキシダントを生成する。
【００４５】
　本発明において「オキシダント(oxidant)」とは、ウイルス、細菌、寄生虫など、病原
性微生物を死滅させられる機能を有する物質を総称するもので、本発明にとると、オキシ
ダントは、例えば、ＮａＯＢｒ、ＮａＯＣｌ、ＮａＣｌＯ２、ＨＯＣｌ、ＨＣｌＯ２、Ｈ
ＯＢｒ、Ｃｌ２、Ｂｒ２、ヒドロキシルラジカル、Ｏ３、ＮＨ２Ｂｒ、ＮＨＢｒ２、ＮＢ
ｒ３などを挙げることができる。ところが、淡水または海水の養殖水を電気分解処理する
と、初期養殖水の水質によって、約５～２０種の多様な殺菌性物質が生成され、これら物
質の中で酸化性物質が多く生成されるため、本発明ではこのような殺菌性物質を総称して
オキシダント（Ｏｘｉｄａｎｔ）と呼ぶ。
【００４６】
　したがって、このような養殖水から生成されるオキシダントは、単なる通常の酸化剤と
断定することはできず、活性が高く不安全な物質であり、大気中に長時間放置すると相当
の量が消失され、完全に分離および定量化することができない殺菌性物質と言える。
【００４７】
　本発明によると、養殖水は電気分解により生成されるオキシダント（ＴＲＯ、Total Re
sidual Oxidant）を使用する。
【００４８】
　本発明によれば、このようなオキシダント生成のために、電気分解方法で適用するにお
いて、特定条件により電気分解を行うことに特徴がある。本発明において、電気分解方法
を用いて滅菌水を製造することは非常に重要な意味を持つ。
【００４９】
　本発明による電気分解方法を用いた滅菌水の製造方法を具体的に説明すると、次の通り
である。
【００５０】
　一般に、魚類養殖のために海水や淡水を電気分解してオキシダントを生成し、このよう



(12) JP 2016-535975 A 2016.11.24

10

20

30

なオキシダントを利用して滅菌された養殖水が製造できる。これに関連して、ヒトにおけ
る発がん性があり、魚類に有害な成分として知られている、ＴＨＭｓ、ＨＡＮｓ、ＨＡＡ
ｓ、Ｂｒｏｍａｔｅ、ＣＯなどを少なく生成する方法に関しては、Aquaculture264(2007)
119-129において、１．８～２．５Ｖ　２Ｌ／ｍｉｎの流速で養殖水を電気分解すると、
０．５～３．０ｐｐｍ（ｍｇ／Ｌ）のＴＲＯが生成され、養殖水を十分に滅菌することが
でき、飲用水の基準以下にＴＨＭｓ、ＨＡＮｓ、ＨＡＡｓなどが生成されるため、安全に
養殖ができると言う実験室レベルの研究がある。しかし、ヒトに対する発がん性物質とし
て知られている臭素酸塩（Ｂｒｏｍａｔｅ）が飲用水の基準以下に生成されることに関す
る報告はない。
【００５１】
　本発明の好ましい実施例による滅菌水の製造方法は、このような臭素酸塩を含む有害物
質を、飲用水の基準以下で含有する滅菌水として製造する方法である。
【００５２】
　電気分解による滅菌水に含まれるトリハロメタン（ＴＨＭｓ）には、トリクロロメタン
、ジクロロメタン、ジブロモクロロメタン、トリブロモクロロメタン、１，２，３－トリ
クロロプロパン、１，２－ジクロロエタンなどが知られており、ハロゲン化アセトニトリ
ル（ＨＡＮｓ）には、モノクロロアセトニトリル、モノブロモアセトニトリル、トリクロ
ロアセトニトリル、ジクロロアセトニトリル、ブロモクロロアセトニトリル、ジブロモア
セトニトリル、トリブロモアセトニトリル、ブロモジクロロアセトニトリル、ジブロモク
ロロアセトニトリルなどが知られ、ハロゲン化酢酸（ＨＡＡｓ）には、モノクロロ酢酸、
モノブロモ酢酸、ジクロロ酢酸、ダラポン、トリクロロ酢酸、ブロモクロロ酢酸、ジブロ
モ酢酸、ブロモジクロロ酢酸、クロロジブロモ酢酸、トリブロモ酢酸などが知られており
、他の物質としてクロルピクリンなどがある。
【００５３】
　ところで、電気分解で海水および淡水を殺菌処理したとき、ＴＨＭｓ、ＨＡＡｓ、ＨＡ
Ｎｓを少なく発生させる技術に関連して、Journal of EnvironmentalProtection 2010. 0
1, 456-465では、海水を電気分解で処理した場合、生成されるオキシダント成分の一つで
あるＮａＯＣｌを以て残留塩素濃度（ResidualChlorine）を１～４ｐｐｍになるように濃
度を調節し、時間経過によるＴＨＭｓ中、トリクロロメタン（ｃｈｌｏｒｏｆｏｒｍ）、
ブロモジクロロメタン、ジブロモクロロメタン、トリブロモメタン（Ｂｒｏｍｏｆｏｒｍ
）などの生成濃度が変わるのを提示し、一方、電気分解で海水を殺菌するとき、人体及び
魚類に対する有害物質生成量の生成量の濃度に関しては、Journalof the Korean Society
 for Marine Environment and Energy、Vol.16 No 2, 88-101、May 2013によると、船舶
バラスト水を電気分解により殺菌して排出する際に、副生する各種魚類有害物質の排出濃
度は下記の表１の通り分析される。
【００５４】
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【表１】

【００５５】
　本発明では、海水および淡水を電気分解槽に流入させながら、滅菌養殖水を製造できる
方法として、殺菌可能な濃度である０．１～７ｐｐｍのＴＲＯ濃度になるようにする条件
を維持すると共に、前記表１から確認できる臭素酸塩（ｂｒｏｍａｔｅ）の生成が過多で
あることによる問題点を解決するための方案として、電気分解方法の条件を新たに見出し
た。
【００５６】
　本発明によると、養殖水の殺菌のための電気分解装置は、一般的に２．５Ｖ以下で電気
分解して養殖水を殺菌する方が有害物質の生成が少ないが、２．５Ｖ以下では、陽極と陰
極の極板に流れる電流密度が低すぎて、電解槽が実用化できないほどかなり大きくなるた
め、経済性が低いだけでなく、通常の養殖水面積５０００ｍ２を基準に約３６００ｍ３／
ｈの多量の水量を供給する水量に対して、０．１～７ｐｐｍのＴＲＯ濃度、好ましくは０
．５～３．０ｐｐｍのＴＲＯで滅菌することは不可能である。
【００５７】
　したがって、本発明によると、海水及び淡水中の臭素酸ナトリウム（ＮａＢｒ）の含有
量に応じて、２．５～４．４Ｖで電気分解を実施することが好ましく、さらに好ましくは
、３．０～４．２Ｖで電気分解して、養殖水を殺菌することが、臭素酸塩（Ｂｒｏｍａｔ
ｅ）を飲用水の基準以下に生成しながら斃死率を最小化できる望ましい電気分解条件であ
る。
【００５８】
　本発明によれば、海水に対して３．５Ｖの条件で電気分解処理し、オキシダント含有量
を１ｐｐｍのＴＲＯに生成させて殺菌した後、その滅菌養殖水に含まれる成分を分析した



(14) JP 2016-535975 A 2016.11.24

10

20

30

40

50

結果は、以下の表２の通り表す。
【００５９】
【表２】

【００６０】
　本発明の好ましい実施例によると、電気分解のための電極は、チタン（Ｔｉｔａｎｉｕ
ｍ）またはニオブ（Ｎｉｏｂｉｕｍ）を基質金属とし、陽極の場合は、これにルテニウム
（Ｒｕｔｈｅｎｉｕｍ）、イリジウム（Ｉｒｉｄｉｕｍ）、タンタル（Ｔａｎｔａｌｕｍ
）および白金（Ｐｌａｔｉｎｕｍ）の中から選択した金属またはそれらの酸化物の中から
選択した金属が０．１μｍ～３０μｍコーティングされたものを使用して海水および淡水
を電気分解することが望ましい。
【００６１】
　特に、本発明の好ましい実施例によると、電気分解時に電圧を２．５１～４．４Ｖで調
整することが望ましく、そうすると、臭素酸塩（Ｂｒｏｍａｔｅ）が１０ｐｐｂ以下に生
成される。電気分解時に電圧が２．５１Ｖ未満だと、オキシダントの生成量が低すぎて殺
菌効果が低下して非経済的で実用化が不可能であり、４．４Ｖを超えると、滅菌水の内に
臭素酸塩の含有量が基準値以上に含有されて望ましくない。
【００６２】
　したがって、本発明は前記のような条件で電気分解方法を利用して、臭素酸塩（Ｂｒｏ
ｍａｔｅ）が基準値以下の含有量で生成されるようにする滅菌水の製造方法を含む。
【００６３】
　本発明によれば、オキシダントをオゾン発生器などによるオゾン発生から生成されるオ
キシダントを使用することができ、オゾンを用いても滅菌水を製造することができる。
【００６４】
　また、本発明は前記のような電気分解方法で製造された滅菌水を利用して、流水式で魚
類を養殖する方法を含む。
【００６５】
　本発明の好ましい実施例によると、オキシダントの生成段階では養殖水内に総残留オキ
シダント（Total Residual oxidant、ＴＲＯ）の量を基準に、０．１～７．０ｐｐｍにな
るようにオキシダントを生成させることが望ましい。オキシダントの生成段階では、この
ようなオキシダントの生成によって養殖水内の各種魚類有害菌を殺菌処理できる環境を造
成することである。養殖水内の総残留オキシダントが０．１ｐｐｍ未満の場合、魚類有害
菌であるウイルス、細菌および寄生虫などの様々な病原性微生物を死滅することが難しく
、７．０ｐｐｍを超える場合、後に中和処理によってオキシダントを除去する過程で、多
額の費用がかかる問題および魚類に有害な様々な物質（例えば、トリハロメタン．ハロゲ
ン化アセトニトリル、ハロゲン化酢酸など）が生成され得るため、前記の範囲内にオキシ
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ダントを生成することが望ましい。このようなオキシダントの残留量は、採水される養殖
水の水質と魚類の種及び養殖環境などを考慮して、前記の範囲内で適切に調節することが
でき、採水する養殖水のすべてに対して０．１ｐｐｍ～７．０ｐｐｍの濃度で生成させる
こともでき、採水量の一部の量に１．０ｐｐｍ～７００ｐｐｍの高濃度で発生させ、全体
の養殖水に対して０．１ｐｐｍ～７．０ｐｐｍになるように希釈して滅菌環境を造成する
こともできる。
【００６６】
　次に、オキシダントが生成された養殖水は、殺菌処理段階（ｃ）に送られる。
【００６７】
　前記（ｃ）段階は、養殖水内において、オキシダントが流水しながら養殖水内の魚類有
害菌を殺菌する殺菌処理段階である。この段階では、殺菌水槽の地面との高さの差分だけ
養殖水が下に流れたり、上方に上る間、養殖水中に含有された魚類有害菌にオキシダント
が接触または結合して殺菌が行われる。このとき、養殖水は、殺菌処理中でも継続的に次
の段階に移動しながら流水（ｗａｔｅｒ　ｆｌｏｗ）の状態を維持することになる。
【００６８】
　本発明で「魚類有害菌」と言うのは、ウイルス、細菌および寄生虫、病原性微生物など
、稚魚から成魚に至るまで、様々な魚類の病気に直接的または間接的に影響を与える格種
病原性細菌や微生物全部を含むことを意味する。
【００６９】
　一般に、養殖水の殺菌処理方法において、各種病原性ウイルス、細菌、および寄生虫な
どの魚類有害菌を死滅するための方法として、養殖水を養魚場の水槽に注水する前に紫外
線（Ｕｌｔｒａ　Ｖｉｏｌｅｔ。ＵＶ）を照射をして、養殖水を供給する方法も検討され
たが、１日１～２４回も新水を交換する養殖場の場合は、養殖水槽面積４９６０ｍ２（１
５００坪）を基準に、毎分約６０トン（３６００ｔｏｎ／ｈｏｕｒ）の驚異的な水量を処
理することは、施設費と管理費が極めて高くかかり、非常に非経済的で実用化が難しいだ
けではなく、養殖水に浮遊物または懸濁物質が多い場合には、紫外線が水の中まで照射さ
れないため、殺菌効果が著しく低下する大きい欠点があり、小規模の培養場や一部循環ろ
過式は使用できるが、ほとんどの養魚場では使用ができない。
【００７０】
　しかし、本発明による前記のような殺菌処理段階では、望ましくも養殖水内に殺菌性物
質であるオキシダントが含まれているので、直ちに魚類有害菌と接触させて魚類有害菌を
死滅させるメカニズムを採用しているため、養殖水に含有された浮遊物質よる殺菌減少効
果もほとんどなく、施設費および維持費も紫外線殺菌に比べて安価であり、特に養殖水の
中に残留するオキシダントは０．５～１ｐｐｍ程度の非常に低い濃度でも十分な殺菌およ
び殺虫効果を示すため、魚類の有害菌を死滅する効果が非常に優れたものである。
【００７１】
　ただ、このような魚類有害菌を滅菌するために養殖水に残留しているオキシダントは、
魚類有害菌を殺す以外に、養殖する魚介類も斃死させる原因物質となるので、殺菌処理段
階以後に、このような残留オキシダントを除去せずに養殖水として使用するこのは不可で
ある。したがって残留オキシダントの除去のための中和処理段階を必ず経た後、滅菌養殖
水として魚類が養殖される養殖水槽に供給すべきである。
【００７２】
　一方、本発明によると、殺菌処理段階またはそれ以後の段階で適切なオキシダントの残
留程度を測定するために総残留オキシダント（ＴＲＯ）を測定することができる。一般的
に知られているオキシダント測定方法は、化学的方法とＤＰＤ（Ｎ，Ｎ-ジエチル－ｐ－
フェニレンジアミン）や、トリジン（ｏ－ｔｏｌｉｄｉｎｅ）などの発色試薬と電極を利
用して、機器で測定する物性的な測定法が用いられる。
【００７３】
　化学的な測定法の一例として、試料約５０ｍｌに１Ｎの硫酸を加えてｐＨ６に調整した
後、１％ＫＩ溶液５ｍｌを添加する。その後、１％でん粉溶液の数滴を加え青色を発色し
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た後、０．００１Ｎのチオ硫酸ナトリウム溶液で青色がなくなることを終末点として滴定
する。総残留オキシダント濃度は、以下の式（１）に基づいて、計算する。
【００７４】
　（数式１）
総残留オキシダント（ｐｐｍ＝ｍｇ／Ｌ）＝ａＦ×１０００／Ｘ×０．０２４（０．０３
４５６）
（ここで、前記数式において、
ａ：滴定量（ｍｌ）
Ｆ：０．００１Ｎチオ硫酸ナトリウム溶液の換算係数
Ｘ：海水試料（ｍｌ）
０．０２４：０．００１Ｎチオ硫酸ナトリウム溶液に対するオゾン（Ｏ３）量
０．０３５４６：０．００１Ｎチオ硫酸ナトリウム溶液に対するＣｌ量
（Ｃｌ２で示す場合には、２乗する）である。）
　ただし、オキシダント残留量の測定過程で、前記のような化学的測定方法を利用する場
合には、オキシダント濃度が０．５ｐｐｍ以下で低い場合には、測定は容易にできない。
【００７５】
　オキシダントの残留量の測定のための発色測定法には、例えば、携帯用機器として、Ｈ
ＡＣＨ　Ｐｏｃｋｅｔ　ＣｏｌｏｒｉｍｅｔｅｒＩＩが用いられる。これは、オキシダン
トの濃度が０．０２ｐｐｍ以上の場合のみに測定可能である。電気分解により発生した総
残留オキシダント（Total Residual Oxidant、ＴＲＯ）を測定し、換算係数（Ｆａｃｔｏ
ｒ）０．６８（Ｏ３４８／Ｃｌ２　７１）を乗じて用いることもある。
【００７６】
　また、別の例として、精密用機器も使えられるが、例えば、ＡＷ４００（ResidualChlo
rine monitor、ABB Limited(USA)）、Ｍｉｃｏ２０００（ＳＩＥＭＥＮＳ）機器などが使
えられる。これは、感度が０．００１ｐｐｍであり、この試験装置は、総残留塩素のオキ
シダント夫々と、総残留オゾンを測定する装置であるため、その分析値の合計をＴＲＯ分
析値として理解すればよいが、海水では誤差の発生が多いと言う欠点がある。
【００７７】
　また、オキシダント残留量の測定のための方法の別例として、０．００５ｐｐｍまでの
精密測定方法として、飲用水の水質公定試験であるＥＳ０５３１０．２ａや、ＩＳ０７３
９３－２（１９８５）国際標準試験法であるＯＴ法、ＤＰＤ法などで測定することもでき
る。
【００７８】
　前記のように養殖水に残留するオキシダントを利用して、養殖水内に含まれた魚類有害
菌に対する殺菌処理段階において、好ましくは、養殖水移動チャンバー内で養殖水が移動
しながら、自然に殺菌処理が行われるようにすることができる。この時、殺菌処理段階で
の殺菌処理時間は、養殖水に含まれた魚類有害菌が全て死滅する程度であれば良い。これ
は養殖水の状態とオキシダントの残留量に応じて決定できるが、好ましくは１分～３２分
、さらに好ましくは４～８分程度で行えばよい。殺菌処理を１分未満で行う場合は、残留
オキシダントの濃度を高く生成するべきで、高濃度に生成されたオキシダントを安全に中
和除去するためには、高コストがかかり、魚類に有害な各種物質（トリハロメタン、ハロ
ゲン化アセトニトリル、ハロゲン化酢酸など）が生成され得る問題があり、また、例えば
、３２分以上の程度で長時間殺菌処理段階を行う場合は、オキシダントの残留量の濃度を
低くして長時間殺菌することで、オキシダントを除去するには便利だが、殺菌や殺虫が弱
くて好ましくなく、殺菌時間が長くなり過ぎても、魚類に有害な物質が生成される可能性
があり、また長くなり過ぎると、経済的面やシステム運用上の時間的、空間的に非効率的
という問題がある。
【００７９】
　前記のように殺菌処理段階を経た養殖水は、魚類有害菌は滅菌されたが、残留オキシダ
ントを除去する過程が必要である。そのため、本発明において殺菌処理された養殖水は、
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オキシダント除去のための中和処理段階（ｄ）に送られる。
【００８０】
　中和処理段階（ｄ）では、殺菌処理された養殖水に中和剤を投入して残留オキシダント
を除去する段階であり、この段階を踏めばオキシダントが極微量に残留するか、実質的に
すべて除去され、魚類の養殖水として、非常に適した環境の水質を持つようになる。
【００８１】
　本発明によれば、このような中和処理段階で中和剤を投入するが、このような中和処理
工程は、低コスト及び高効率的にオキシダントを除去できる方法である。
【００８２】
　一般に、オキシダント除去のための方法として使用されていた従来の活性炭の場合、０
．１～７．０ｐｐｍ（ｍｇ／Ｌ）濃度のオキシダントが含まれている養殖水を約５０００
ｍ２の養魚場に毎分６０トンを供給しながら、オキシダントを魚類養殖に適した０．００
３ｐｐｍ以下に除去するために、非常に大きいか、または複数の活性炭濾過槽が必要にな
ることもあるが、活性炭では０．００３ｐｐｍまですぐに除去することは不可能で、０．
０１ｐｐｍまでしか除去できない限界があった。勿論、活性炭もいくつかの段階を経たり
、養殖水中のオキシダントが０．０１ｐｐｍと低く含まれている場合は、０．００３ｐｐ
ｍまで除去することは可能だが、これは魚類養殖場に適用するのは不可能であり、小規模
の種苗培養場、活貝類の衛生処理または研究室用と、非常に限定的に使用できるのみであ
る。
【００８３】
　しかし、本発明の場合、最小量の中和剤を使用して、一定濃度以下で魚類に安全な中和
剤を使用し、適切な中和処理方法により中和処理する段階を経て、残留オキシダントの除
去ができるようにする。
【００８４】
　本発明の好ましい実施例によると、中和処理段階では、中和剤の投入に加え、エアレー
ション（Ａｅｒａｔｉｏｎ）、中和促進剤、またはこれらの全部をさらに用いることがで
きる。このような手段を用いると中和時間をより短縮させたり、オキシダントの除去をよ
り十分にして、低コスト、高効率な方法でオキシダントを中和処理して、オキシダントの
残留量を０．０６ｐｐｍ以下、好ましくは０．０１ｐｐｍ以下、より好ましくは０．００
３ｐｐｍ以下に除去できるため、広く実用化が可能である。
【００８５】
　本発明の好ましい実施例によれば、前記（ｃ）段階の殺菌処理段階は、好ましくは１～
２８分間、より好ましくは４～１２分行うことが良い。殺菌処理段階における殺菌処理時
間は、養殖水の水質、オキシダントの初期残留量などを考慮して決定できる。このような
殺菌処理段階は、中和処理段階を行う前の時間を意味することであり、中和処理段階でも
、一部の残留オキシダントによって殺菌はしばらく持続する。
【００８６】
　本発明の好ましい実施例によると、中和処理の段階において中和剤の添加量は、養殖水
に含まれたオキシダントの残留量と中和剤を、当量よりやや多い量の中和剤を投与するこ
とが好ましく、さらに好ましくはオキシダント残留量に比べて２倍以下の当量で添加する
ことが良い。なぜなら、中和剤が過量に投入されると、中和に利用されず残りの中和剤が
魚類に被害を与える可能性があるため、中和剤自体や中和後に発生する物質が魚類に全く
有害にならないよう、極めて限定的範囲の物質を最少量に使用しなければならないからで
ある。
【００８７】
　したがって、本発明の好ましい実施例によると、中和処理段階で用いられる中和剤とし
て通常の中和剤が使えられ、例えば、チオ硫酸無機塩類、さらに具体的には、チオ硫酸ナ
トリウム、チオ硫酸カルシウムなどが用いられ、チオ硫酸無機塩類、亜ジチオン酸ナトリ
ウム、アスコルビン酸、アスコルビン酸ナトリウム、システイン、亜硫酸ガス、亜硫酸ナ
トリウム、ピロ亜硫酸ナトリウム、ピロ亜硫酸カリウム、酸性亜硫酸ナトリウム、過酸化
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水素の中から選択された一つ以上を使用することもできる。本発明によると、一般的な前
記中和剤以外の中和剤を使用する場合、中和処理時間が長期間かかり過ぎるか、後の追加
中和処理の過程がなくては残留オキシダントを０．０６ｐｐｍ以下、より好ましく０．０
１ｐｐｍ以下に中和処理するには難しいと言う問題がある。また、中和処理時間が長くな
ると中和処理のためのチャンバーが多く必要となり、中和処理のためのスペースや設備が
相当必要になるなど、非常に非経済的であり、中和剤の使用量が過剰に必要であるため、
中和処理後の中和剤の残留量が多くなるなどの問題によって別の有害性の問題が発生する
。
【００８８】
　本発明において、前記中和剤として使用されるチオ硫酸ナトリウムや亜ジチオン酸ナト
リウムは、無水物や水和物の全て適用することができる。また、前記中和剤は、殺菌処理
段階が完了した後、殺菌された養殖水内に水溶液を製造して投入することができる。
【００８９】
　本発明で使用する中和剤は、養殖水に含まれる残留オキシダントの毒性を除去するため
に使用される物質を意味するもので、このような中和剤もまた魚類に対して毒性を示すた
め、その使用量を最小限にする必要がある。つまり、オキシダントを中和する中和剤は、
魚類に対し安全性が保障され、中和した後生成される物質も魚類に安全でなければならな
いが、養殖場に流入してから海や川などへ排出される養殖廃水が環境を阻害してはいけな
いので、排出水管理基準のＣＯＤ、ＢＯＤに影響を与えてはならない。
【００９０】
　したがって、本発明によると、前記のような中和剤を使用することが好ましく、その中
和剤の使用量も最小限に抑える方が良い。本発明の好ましい実施例によると、中和剤の使
用量は、総残留オキシダント（ＴＲＯ）に対して、少なくともＴＲＯに対する当量の割合
以上、２倍当量以下となるように添加することが必要である。このように中和処理段階を
踏めば、魚類に悪い影響を与えない安全な中性塩に変化させ、オキシダントが完全除去さ
れるか、極微量で存在して、中和処理後の中和剤の残留量も魚類に有害ではないレベルで
滅菌された養殖水が得られる。
【００９１】
　一実施例として、養殖水にオキシダントを生成する場合、養殖水には約５～２０種類の
オキシダントが存在し、そのようなオキシダント成分の中で主成分として、例えば、次亜
塩素酸ナトリウム（ＮａＯＣｌ）、次亜臭素酸ナトリウム（ＮａＯＢｒ）およびＯ３など
のいくつかのオキシダントの成分が存在するようになる。この場合、中和処理段階で養殖
水に存在するオキシダントの成分に対する前記中和剤の反応過程は次の反応式３のような
反応メカニズムを経て中和処理されることにより、殺菌処理された養殖水内で残留するオ
キシダントが除去される効果を得ることができるものである。その反応の例を見ると、以
下の反応式３で例示することができる。
【００９２】
　（反応式３）
・ＮａＯＣｌ（オキシダント）＋Ｈ２Ｏ２（酸化性中和剤）
→ＮａＣｌ＋Ｈ２Ｏ＋Ｏ２↑
・ＮａＯＢｒ（オキシダント）＋Ｈ２Ｏ２（酸化性中和剤）
→ＮａＢｒ＋Ｈ２Ｏ＋Ｏ２↑
・Ｚｎ（金属促進型の中和剤）＋ＮａＯＣｌ（オキシダント）
→ＺｎＯ＋ＮａＣｌ
・ＮａＨＳＯ３（還元性中和剤）＋ＮａＯＣｌ（オキシダント）
→ＮａＣｌ＋ＮａＨＳＯ４

・ＮａＯＣｌ（オキシダント）＋Ｎａ２Ｓ２Ｏ３（中性塩型中和剤）＋２ＮａＯＨ→Ｎａ
Ｃｌ＋２Ｎａ２ＳＯ４＋Ｈ２Ｏ
・Ｏ３（オキシダント）＋３ＳＯ２（ガス型中和剤）＋３Ｈ２Ｏ
→３Ｈ２ＳＯ４
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・２Ｎａ２Ｓ２Ｏ４（中性塩形中和剤）＋Ｈ２Ｏ
→Ｎａ２Ｓ２Ｏ３＋２ＮａＨＳＯ３

　前記の反応式に示すように、本発明によると、従来とは異なり養殖水に存在する残留オ
キシダントを中和剤で中和させ除去することができる滅菌方法を提供することで、このよ
うな殺菌処理及び中和処理によって滅菌された養殖水には魚類有害菌がすべて死滅した状
態で、魚類に有害な残存オキシダントも実質的になく、中和剤も残留されないかまたは極
微量で残存して魚類に全く影響を与えず、養殖廃水の排出の場合は環境にも全く影響を与
えない、望ましい滅菌養殖システムとして適用できるものである。
【００９３】
　本発明によると、このような中和処理段階で中和剤の使用量を最小限に抑えるためには
、その使用量を少なく用いるための環境をさらに造成することができる。
【００９４】
　そのために、中和処理段階では、中和処理の過程で殺菌処理された養殖水が移動する間
、その移動チャンバー内に金属性中和成分の中和促進剤をさらに投入することができる。
本発明の好ましい実施例によると、中和処理段階で追加で使用できる中和促進剤としては
、例え、遷移金属およびＩＶＡ族に属する金属の中から選択されたかがなどが好ましく使
用することができ、さらに好ましくは、ＩＩＩＢ族、ＶＩＩＩＢ族、ＩＢ族、ＶＩＢ族金
属およびＩＶＡ族の中から選択された１つ以上の金属が使用することができ、最も好まし
くは亜鉛、鉄、銅、クロム、およびスズからなる群より選択された１種以上の金属または
これらのイオンを中和促進剤として投入し、オキシダントの除去のための中和処理を好適
に行うことがことができる。この時、前記中和促進剤は、前記金属成分を利用した網（ｍ
ｅｓｈ　ｄｒａｗｉｎｇ）、粉末（ｐｏｗｄｅｒ）、多孔質または非多孔質のグラニュー
ル（ｇｒａｎｕｌｅ）、多孔質（ｐｏｒｏｕｓ）ペレット、円筒形ブロック（ｂｌｏｃｋ
）、または板状（Ｐｌａｔｅ）の中から選択された１つ以上の形態で投入することができ
、このような中和促進剤は、養殖水の中で中和反応を促進させ、反応をよりよく起こすよ
うにすることができる。
【００９５】
　また、本発明の好ましい実施例によると、前記（ｄ）段階の中和処理段階では、空気を
注入してオキシダントを除去するエアレーションス段階をさらに含んで行ってもよい。こ
の時、空気を注入するエアレーション段階に適用される空気注入手段としては、代表的に
ブロアー（ｂｌｏｗｅｒ）とコンプレッサー（ｃｏｍｐｒｅｓｓｏｒ）により行えるが、
これに制限されることではない。このような空気注入のためのエアレーション段階も、中
和処理段階で追加で適用する場合、前記の中和促進剤と同様に中和反応を促進させ、オキ
シダントの除去率をさらに向上することができ、エアレーションにより中和促進剤が養殖
水と接触する具合を活性化するように、浮遊、移動させる機能を果たすことができる。本
発明によれば、前記エアレーションの代わりに攪拌によって養殖内に中和促進剤を浮遊さ
せることもでき、エアレーションと同時に撹拌を行うこともできる。
【００９６】
　本発明の好ましい実施例によると、前記中和処理段階において、前記金属成分の中和促
進剤の投入と、エアレーション段階とを同時に追加で行うこともできる。この場合、エア
レーション段階によって空気を下部から注入する場合、殺菌処理段階を経て中和剤が投入
された状態で養殖水が移動されるチャンバー内で追加で投入された前記金属成分の中和促
進剤は、チャンバー内の養殖水に浮遊され活発に移動する形で中和処理の活性に寄与する
ことになるため、非常に好ましい中和処理が可能である。
【００９７】
　本発明によれば、前記のような方法で殺菌処理された養殖水に残留するオキシダントは
、中和剤を使用して中和処理する場合は、養殖水内でオキシダントの残留量が０．０６ｐ
ｐｍ、好ましくは０．０１ｐｐｍになるまで除去することは比較的容易である。しかし、
養殖水内のオキシダントの残留量を０．００５ｐｐｍ、さらに好ましくは０．００３ｐｐ
ｍまで除去することは容易でない場合がある。この場合、多量の養殖水を短時間に処理し
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てオキシダントの残留量を０．００３ｐｐｍ以下までなるように除去するためには、前記
に例示したチオ硫酸無機塩類、ジチオン酸ナトリウム、アスコルビン酸、アスコルビン酸
ナトリウム、システイン、亜硫酸ガス、亜硫酸ナトリウム、ピロ亜硫酸ナトリウム、ピロ
亜硫酸カリウム、酸性亜硫酸ナトリウムおよび過酸化水素の中から選ばれた１種以上の中
和剤を使用することができる。特に、中和処理時間を短縮するためには、前記のような特
定中和剤の投入に加え、エアレーション段階の追加適用と共に、前記金属成分の中和促進
剤を触媒成分として追加投入すると、中和反応の進行速度、すなわちオキシダントの除去
速度が速くなる。例えば、毎分６０トン以上の多量の養殖水内に残留するオキシダントを
最大１時間以内に０．００３ｐｐｍ以下まで除去することができる。
【００９８】
　一方、本発明の好ましい実施例によれば、前記殺菌処理段階（ｃ）と中和処理段階（ｄ
）は、養殖水が連続して移動する過程で、すぐに接続して連続的に行うことができる。ま
た、本発明の好ましい実施例によると、このような養殖水に対する殺菌処理と中和処理の
ための（ｃ）と（ｄ）段階は、例えば、隔壁で区画されている複数のチャンバーで行うこ
とができ、養殖水は区画されているチャンバーに導入（引入）またはポンピング（ｐｕｍ
ｐｉｎｇ）され一方の方向に流れながら、区画された各々のチャンバーにおいて（ｃ）段
階の殺菌処理ステップと（ｄ）段階の中和処理段階とが順次行われる。
【００９９】
　本発明によれば、前記殺菌処理段階が行われるチャンバーと中和処理段階が行われるチ
ャンバーとは、それぞれ複数個で設けられ、好ましくは、チャンバーの上・下端部を通過
するように流路を構成し、そのチャンバーの上下流路を上り下りしながら養殖水が連続的
に移動する過程で殺菌処理段階を経た後、続いて同じように養殖水が上下を上り下りしな
がら、中和処理段階を経ることができるように設けられる。つまり、オキシダントが生成
された養殖水は、第１チャンバーと第２チャンバーを通る間、第１チャンバーでは下方に
養殖水が移動し、第１チャンバー下端部を通って第２チャンバーの下端部に移動された養
殖水は、第２チャンバー内では上方に移動し、第２のチャンバーと第３チャンバーとの間
の第２チャンバーの上端部で中和剤が投入され、第３チャンバーと、その後続く複数のチ
ャンバー、例えば、第４チャンバー～第８チャンバーで、前記の第１チャンバーおよび第
２チャンバーでのように、養殖水が上下に移動しながら中和処理段階が実行されるように
することができる。このように、養殖水が殺菌処理段階と中和処理段階とを経る間、多数
のチャンバーを上下に上り下りしながら通過移動される形に構成すると、比較的小さいス
ペースでも、本発明による流水式滅菌水の魚類養殖方法を好ましく適用することができ、
殺菌処理の段階でのオキシダントの接触状態と中和処理段階での中和処理工程でも有利に
作用することができる。
【０１００】
　このような殺菌処理段階と中和処理段階とを経る間、養殖水が通るチャンバーの数は、
養殖水の水質、オキシダントの生成量、殺菌処理段階と中和処理段階との実行条件、養殖
が行われる面積や地域環境、チャンバーの大きさと高さ、養魚場の規模、養殖水の供給量
などに応じて決定することができる。好ましくは、殺菌処理段階と中和処理段階のための
チャンバーの合計数は２～８個、より好ましくは４～６個が殺菌効率と中和効率及び中和
時間の調整などを考慮して最も好ましい。
【０１０１】
　本発明によれば、前記のように中和処理段階で養殖水内に残留するオキシダントが除去
されるが、中和処理段階が進む間、中和処理の初期では養殖水内にオキシダントが相当分
残留していて、中和処理が行われると徐々にオキシダント残留量が減少することになる。
したがって中和処理段階の初期では養殖水内のオキシダントの残留量が多いため、その養
殖水に対して既に殺菌処理段階を経てはいるが、中和処理過程でも殺菌処理は一部連続的
に行われる。しかし、中和処理段階の後期にはオキシダントがほとんど除去された状態で
あり、魚類有害菌もほとんど死滅した状態であるため、実質的に殺菌処理は起こらない。
【０１０２】
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　このように、本発明の好ましい実施例によると、殺菌処理段階と中和処理段階が連続的
に行われながら、中和処理段階の初期に殺菌処理が持続する点からも、非常に効率的に養
殖水の滅菌処理が可能である。
【０１０３】
　本発明によれば、殺菌処理後中和処理段階を経た滅菌養殖水の場合、すぐに養魚場の魚
類が養殖される養魚水槽に供給され得るが、この時、滅菌養殖水内のオキシダントの残留
量が、少なくとも０．０６ｐｐｍ以下、好ましくは０．０１ｐｐｍ以下でなければならず
、より好ましくは０．００５ｐｐｍ以下であることがよく、さらに好ましくは０．００３
ｐｐｍ以下が魚類養殖に好適である。最も好ましくは、オキシダントが検出されない方が
いい。また、中和剤の残留量は、好ましくは実質的にないことに越したことはなく、少な
くとも１ｐｐｍ以下でなければならず、さらに好ましくは０．５ｐｐｍ以下であることが
良い。
【０１０４】
　本発明の一実施例によると、例えば、殺菌処理段階と中和処理段階とを行うための養殖
水処理水槽の構造を合計８個のチャンバーに区画する場合、０．１～０．７ｐｐｍの低濃
度オキシダントが含有された養殖水にて長時間の殺菌を目的とする場合には、オキシダン
トが生成された養殖水が、例えば、第１チャンバー～第５チャンバーの５つのチャンバー
を経る間に殺菌処理段階を経て、この時は特別な措置なしに養殖水内に含まれるオキシダ
ントが第１チャンバーから第５チャンバーに移動する間、養殖水の中で自主的に殺菌作用
をしながら殺菌処理が行われる。そして第５チャンバーまで殺菌処理段階を経た養殖水は
、第５チャンバーの上端部において中和剤が投入され、第６チャンバーに移動するように
なり、第６チャンバーから第８チャンバーまでの３つのチャンバーを移動しながら中和処
理段階を経るようにする方法で中和処理段階を踏むことができる。
【０１０５】
　本発明によると、殺菌処理時間および中和処理時間も、養殖水処理水槽の内部に隔壁を
有して形成されるチャンバーの数とサイズに応じて調節および設計することができる。例
えば、水面積５０００ｍ２の陸上水槽式の養魚場で６０ｍ３／ｍｉｎの養殖水の水量を揚
水（Ｐｕｍｐｉｎｇ）しながら、連続的に０．７ｐｐｍのオキシダントを発生させ、殺菌
時間を４分とする場合、８個に区画されたチャンバーとして、各チャンバーの体積を横６
ｍ、縦５ｍ、高さ８ｍにすると、各段階ごと、チャンバーを通過する流量の流速時間は４
分になるので、殺菌処理時間は自ずと４分になり、この場合オキシダントを除去するため
の中和処理時間は４分×７個のチャンバー＝２８分で算定することができる。一方、引き
込まれる養殖水中３０ｍ３／ｍｉｎを地下水で使用して殺菌処理が不要の場合は、地下水
ではない残り３０ｍ３／ｍｉｎのみを殺菌処理すればよいので、チャンバーのサイズを横
６ｍ、縦５ｍ、高さ８ｍにすると殺菌処理時間は８分となり、中和処理時間は８×７＝５
６分で算定することができる。
【０１０６】
　中和処理段階において、中和剤の種類だけでなく、中和処理時間は非常に重要で、オキ
シダントの発生濃度に応じて中和処理のための時間は、１～４８分以内の短時間にオキシ
ダントの残留量が少なくとも０．０６ｐｐｍ以下、好ましくは０．０１ｐｐｍ以下になる
ように中和する必要がある。本発明では、中和処理時間１～１６分以内に、オキシダント
残留量を０．０６ｐｐｍ以下に除去することが好ましい。長時間の中和処理をする場合、
つまり、中和処理チャンバーが例えば７つ以上になる場合は、中和処理のためのスペース
と時間のために非常に非経済的な処理となり、流水式に適用することも難しく、実際の魚
類養殖産業に実用化が難しいと言う問題がある。
【０１０７】
　すなわち、本発明によると、地域と水質によって病原性細菌やマスクチカなどの病原性
微生物の感染濃度が異なるため、採水する養殖水の内でオキシダント生成濃度と、それを
用いた殺菌処理時間の調節は、養魚場の現場事情に応じて異なるよう設定することもでき
る。したがって、前記のように様々な形で殺菌処理段階を実行するチャンバーと、中和処
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理段階を実行するチャンバーとの大きさや個数を調整して構成することができる。
【０１０８】
　このように、本発明による一実施例として複数回の中和処理段階を経て出てくる滅菌養
殖水は、使用した中和剤の種類と中和時間に応じて、総残留オキシダントがほとんどない
か、０．０６ｐｐｍ以下、概ね０．００３ｐｐｍ以下を含有するように中和処理をするこ
とができ、殺菌された養殖水の総残留オキシダント濃度の９９％以上が除去される場合が
ほとんどであり、９９．９％以上に中和されるため、本発明による中和処理段階は、低コ
スト、高効率の方法でオキシダントを容易に除去することができる。
【０１０９】
　本発明によると、前記のように中和処理段階を経た滅菌養殖水は、魚類が養殖される養
殖水槽に供給される滅菌養殖水供給段階（ｅ）を経て、養魚場に本格的に供給される。
【０１１０】
　ここで、前記滅菌養殖水のみを単独で養殖水槽に供給することもでき、他の養殖水とし
て魚類有害菌がない地下水などを混合して養殖水槽に供給することもできる。養殖水槽に
供給された本発明による滅菌養殖水は、魚類の有害菌が滅菌された状態であり、オキシダ
ント残留量もないか、または有害でない極微量であるため、魚類の養殖に非常に有用な環
境を造成することができるので、養魚効果が非常に大きく改善することができる。
【０１１１】
　本発明によれば、望ましくも、このような養殖水槽に供給された滅菌養殖水は継続的に
供給され、また、継続的に排出される方法を適用するため、養殖水槽内に供給された滅菌
養殖水が長く留まらず、連続的に新しく供給・排出されるので、養殖水槽では常に優れた
品質の養殖水が満たされている状態になる。
【０１１２】
　本発明によると、養殖水槽に供給された滅菌養殖水は、養殖水槽から魚類養殖に使われ
た養殖廃水を排出する養殖廃水排出段階（ｆ）を経る。このように、滅菌養殖水は継続的
に供給され養殖に使用された後、一方で、養殖廃水を継続的に排出する段階を経る。この
ように排出される養殖廃水は、滅菌された水質として、環境にやさしい廃水として、自然
に放出しても環境に何ら悪影響を与えない。
【０１１３】
　一方、本発明は、前記のような流水式の滅菌水の魚類養殖方法を適用するための魚類の
滅菌養殖システムを含む。
【０１１４】
　本発明に係る流水式滅菌水の魚類養殖方法が適用できる望ましい実施例としての流水式
滅菌水の魚類養殖システムは、図２及び図３ａ、３ｂに示すような構造でなり得る。図２
は、本発明に係る流水式の滅菌魚類養殖システムの一実施例を概略的に示す図であり、こ
のような滅菌養殖システム（ＳＡＳ）の一実施例として詳細に説明する。
【０１１５】
　図２から見ると、本発明による流水式滅菌水の魚類養殖システムは、養殖水供給部（１
００）と、オキシダント生成部（２００）と、養殖水移動チャンバーを含む殺菌処理部（
３００）と、養殖水移動チャンバーを含む中和処理部（４００）と、養殖水槽（５００）
に滅菌養殖水を供給する滅菌養殖水供給部（６００）と、養殖廃水排出部（７００）とを
含んでなる。
【０１１６】
　本発明によると、養殖水供給部（１００）は、淡水または海水を採水するために、淡水
または海水が位置する採水地域まで養殖水移送管を連結しなり得る。このような養殖水供
給部（１００）は、供給のためのポンプを含むことができる。
【０１１７】
　このような養殖水供給部（１００）によって採水された養殖水は、オキシダント生成部
（２００）に移送される。オキシダント生成部（２００）は、好ましくは、養殖水の前処
理水槽を含み、この水槽内にオキシダントの生成手段（２１０）を備え、供給された養殖
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水でオキシダント（ｏｘｉｄａｎｔ）を生成するように構成される。この際、オキシダン
ト生成手段としては電気分解装置が用いられる。
【０１１８】
　前記オキシダント生成部（２００）において、オキシダント生成手段からオキシダント
を生成した養殖水は、オキシダントが生成された状態で養殖水移動手段（例えば、ポンプ
）によって殺菌処理部（３００）に移送される。殺菌処理部（３００）は、オキシダント
が生成された養殖水が給水され流れる間に、養殖水内でオキシダントが残留しながら養殖
水内の魚類有害菌を殺菌するようにする養殖水数移動チャンバーを含む。
【０１１９】
　本発明の好ましい実施例として、最も典型的に構成した例によると、殺菌処理部（３０
０）は、図３ａ、３ｂに示すように、例えば、合計８つのチャンバー構造を持つ形態で構
成することができる。
【０１２０】
　図３ａは、本発明による滅菌養殖システムでの主要部位である殺菌処理部（３００）お
よび中和処理部（４００）の構成を一つの具体的な実施例として例示したものである。図
３ａは、殺菌処理部（３００）と中和処理部（４００）とを構成する８つのチャンバーと
、それらのチャンバーを移動する養殖水の移動経路を矢印で示しており、図３ｂは、殺菌
処理部（３００）と中和処理部（４００）を構成する８つのチャンバーの平面構造を、理
解を容易にするために図式的に示したものである。
【０１２１】
　図３ａ、３ｂから見ると、殺菌処理部（３００）は、例えば、養殖水が連続的に供給さ
れながら移動できるように、一つ以上の養殖水移動チャンバー、例えば、２つの養殖水移
動チャンバー（３１０、３２０）を含むことができる。前記オキシダント生成部（２００
）から供給されたオキシダント含有の養殖水は、殺菌処理部（３００）の養殖水移動チャ
ンバーである第１チャンバー（３１０）と第２チャンバー（３２０）とを移動する間、養
殖水内に含まれたオキシダントが養殖水内に存在する魚類有害菌と接触して殺菌が行われ
ることになる。このような殺菌処理部の養殖水移送チャンバー（３１０、３２０）は、そ
のチャンバーの数を１個に構成したり、２個、またはそれ以上の複数個に構成することも
できる。
【０１２２】
　前記殺菌処理部（３００）で殺菌処理された養殖水は、中和処理部（４００）に移送さ
れ養殖水内のオキシダントを除去するために、残留オキシダント成分が中和処理される。
本発明による中和処理部（４００）は、殺菌処理された養殖水が移動する間に中和剤を投
入する中和剤投入部（４０１）を有し、中和剤が投入された養殖水が移動を継続しながら
養殖水内の残留オキシダントが中和によって除去されるようにする、養殖水移動チャンバ
ーを含む。
【０１２３】
　このような中和処理部（４００）は、前記殺菌処理部（３００）と同一または類似の方
法で、好ましくは、同じ方法で多数の養殖水移動チャンバー（４３０、４４０、４５０、
４６０、４７０、４８０）を備えている。このような中和処理部（４００）における各養
殖水移動チャンバーは、第３チャンバー（４３０）から第８チャンバー（４８０）に至る
まで、規則的に構成されている。したがって殺菌処理部（３００）である第１チャンバー
（３１０）と第２チャンバー（３２０）において殺菌処理が行われた後、殺菌処理された
養殖水が同じ方法で連続して流水（ｗａｔｅｒ　ｆｌｏｗ）され中和処理部（４００）で
ある第３チャンバー（４３０）から第８チャンバー（４８０）を経る間に中和処理が行わ
れる。
【０１２４】
　本発明の好ましい実施例によると、このような中和処理部（４００）の各チャンバー内
部には、前記の遷移金属またはＩＶＡ族金属の中から選択された一つ以上の中和促進剤（
４０２）が投入されてもよい。このような中和促進剤（４０２）は、具体的な形の例とし
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て、網状、粉末状、多孔性または非多孔性のグラニュール、板状、多孔質ペレット、円筒
形のブロックなどのように、養殖水との接触面積を広くして中和が促進できる形で適用す
ることができる。このような中和促進剤を投入すると、養殖水に残留するオキシダントを
中和処理するのに役立つものとして、中和処理部（４００）の全チャンバーまたは一部の
チャンバーに追加投入することができる。
【０１２５】
　また、本発明の好ましい実施例によると、中和処理部（４００）の各チャンバーには、
エアレーションの装置（４０３）が設置できる。特に、このようなエアレーション装置（
４０３）は、前記中和促進剤と共に適用して中和促進剤を中和処理用のチャンバー内で浮
遊させ中和がスムーズに行われるようにし、中和処理の活性化のために単独で追加適用す
ることもできる。また、中和処理部（４００）のチャンバー内部では、中和処理の活性化
のために養殖水または中和促進剤などを攪拌する攪拌機（図示せず）が設置されてもよい
。これに関する具体的な例として、各チャンバーの反応効率を向上させるために気泡を発
生させるブロアー（ｂｌｏｗｅｒ）、養殖水を空気力で攪拌して養殖水内の物質がよく接
触して反応時間を短縮させるコンプレッサー（ｃｏｍｐｒｅｓｓｏｒ）、物理的な力で養
殖水内の中和剤とオキシダントの接触時間を増やす攪拌機（ｍｉｘｅｒ）、そして、養殖
水が数回回転をしながら流れるようにする循環ポンプ（ｃｉｒｃｕｌａｔｉｎｇ　ｐｕｍ
ｐ）からなる群より選択された１種以上の反応向上装置をさらに含むことができる。
【０１２６】
　本発明によれば、前記第１チャンバー（３１０）から第８チャンバー（４８０）までの
各チャンバーは、それぞれのチャンバーを区分するチャンバーと間の隔壁がある。図３ａ
と図３ｂを参照し、その隔壁の構造を具体的に説明すると、第１チャンバー（３１０）と
第２チャンバー（３２０）との間の隔壁は下端部が所定の幅で開放され、第２のチャンバ
ー（３２０）と第３チャンバー（４３０）との間の隔壁は上端部が所定の幅で段を成すよ
うに形成される。したがって、第１チャンバー（３１０）では上端部から下端部に養殖水
が移動し、第２チャンバー（３２０）では第１チャンバー下端部から流入した養殖水が上
端部に移動し、第３チャンバー（４３０）では養殖水が上端部でオーバーフローして流入
して、再び下端部へ移動するように構成されている。したがって、養殖水が連続して第１
チャンバー（３１０）の上端部から流入して下方に流れ、第８チャンバー（４８０）まで
上下に上り下りしながら移動する流水（ｗａｔｅｒ　ｆｌｏｗ）方式で養殖水が移動する
。
【０１２７】
　このように、オキシダントを含有した養殖水は、第１チャンバー（３１０）から第８チ
ャンバー（４８０）を経る過程で、第１チャンバー（３１０）と第２チャンバー（３２０
）で移動する間には、養殖水に残留するオキシダントによって殺菌処理が行われるもので
あり、第２チャンバー（３２０）上端部の中和剤供給装置（４０１）から供給される中和
剤が、第２チャンバー（３２０）から第３チャンバー（４３０）へオーバーフローする過
程で殺菌処理された養殖水に供給され中和処理が開始され、第３チャンバー（４３０）の
上端部に流入するのである。このようにして殺菌処理された養殖水は、第３チャンバー（
４３０）から第８チャンバー（４８０）まで移動する間、中和処理が行われる。この過程
を経る間、養殖水に残留するオキシダントは徐々に除去され、第８チャンバー（４８０）
に達すると、中和処理が完了して養殖水にはオキシダントが実質的に残留しないか、また
は、少なくとも０．０６ｐｐｍ以下、好ましくは０．００３ｐｐｍ以下で残留する滅菌養
殖水として処理され、魚類養殖がなされる養殖水槽（５００）に送られる。
【０１２８】
　本発明によると、前記中和処理部（４００）の末端部に位置する第８チャンバー（４８
０）から、殺菌処理され中和処理された滅菌養殖水を養殖水槽（５００）に供給する滅菌
養殖水供給部（６００）は、無菌の地下海水と混合される混合タンク（６１０）を含むこ
とができる。このような無菌地下海水と混合タンク（６１０）は、地上から数メートル以
上の高さに位置するように設置して、水圧により滅菌養殖水を養殖水槽（５００）へ供給
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できるように構成することができる。この時、前記殺菌処理部（３００）と中和処理部（
４００）を構成するチャンバーと同じ高さに混合タンク（６１０）が位置するように設計
してもよい。
【０１２９】
　このように、養殖水槽（５００）に供給された滅菌養殖水は、養殖水槽（５００）内部
で生育する魚類が、滅菌養殖水の状態で健康に養殖できるる環境を与えるようになる。
【０１３０】
　また、養殖水槽（５００）で魚類養殖に活用された滅菌養殖水は、連続して排出できる
よう、養殖廃水排出部（７００）を介して外部へ排出される。この時、排出される養殖排
水は、前記のように有害成分が中和処理され滅菌されたもので、魚類が自然に利用したも
のであるため、環境には何ら悪影響を与えない。
【０１３１】
　一方、本発明によると、本発明の魚類の滅菌養殖システムにおいて、殺菌処理部（３０
０）と中和処理部（４００）の構成は、非常に効率的であり望ましい構造に構成され、特
徴的な意味を有する。
【０１３２】
　本発明によると、前記殺菌処理及び中和処理が行われる第１チャンバー～第８チャンバ
ーの構成は、殺菌処理部（３００）が２つのチャンバーで構成され、中和処理部（４００
）が６つのチャンバーで構成され、合計８つのチャンバーを有する滅菌養殖システムの場
合を、本発明の一実施例として例示したものである。
【０１３３】
　本発明の好ましい実施例によると、前記殺菌処理部（３００）のチャンバー数は１～７
個で構成することができ、中和処理部（４００）のチャンバー数は１～７個で構成するこ
とができる。これらのチャンバーの構成は、養魚場の規模、養殖水、揚水量によってチャ
ンバーの数、大きさ、高さ、形態、殺菌処理部のチャンバーと中和処理部のチャンバーの
個数を適宜に調整や設計して、本発明に係る流水式滅菌魚類養殖方法を適用することがで
きる魚類滅菌魚類養殖システム（ＳＡＳ）を構成することができる。
【０１３４】
　前記のように、本発明の好ましい実施例によると、前記のオキシダント生成部（２００
）は、オゾン供給器または電気分解装置が装着されたもので適用することができ、養殖水
供給部（１００）から供給された養殖水にオキシダントを生成させ、オキシダントが生成
された養殖水は、殺菌処理部（３００）のチャンバーで注水して供給する。
【０１３５】
　したがって、殺菌処理部（３００）と中和処理部（４００）は、区画された複数のチャ
ンバー（ｃｈａｍｂｅｒ）を有し、各チャンバーは、養殖水が引込み、またはポンピング
（ｐｕｍｐｉｎｇ）される得る構造に構成することができる。本発明によれば前記チャン
バーは、そのチャンバーの全体の数に応じて、１つ乃至チャンバー数－１個の隔壁で区画
され、最初の隔壁の下端部には、養殖水が流入する空間として通過ホールが形成され、こ
れにより最初のチャンバーから下端部に養殖水が移動され次のチャンバーへの流入ができ
る。次の２番目の隔壁は、その上端部において他の隔壁に比べて低いオーバーフロー段が
形成され、２番目のチャンバーの養殖水がオーバーフロー（ｏｖｅｒ　ｆｌｏｗ）され３
番目のチャンバーに採水されるように構成し、奇数番目の隔壁は下端部を通じて、偶数番
目の隔壁は上端部を通じて、養殖水が移動可能になるように構成できる。このように、各
チャンバーの間には、養殖水が移動して流水する過程では、養殖水が隔壁の通過ホールと
オーバーフロー段が交互に形成された構造により、順次上り下りを繰り返しながら、養殖
水が一方向に流れて移動しながら、殺菌処理と中和処理が行われるようになるものである
。
【０１３６】
　併せて、中和剤の提案の投入は、本質的には殺菌処理部の最後のチャンバーの上段で中
和剤投入部により投入されるが、流水の流れによって自然にオーバーフローされることで
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、養殖水が中和処理部のチャンバーに採水され中和が始まり、その後、複数のチャンバー
を経ることにより多段階で中和処理が実行される。
【０１３７】
　この時、中和剤は殺菌処理部の最後のチャンバー上端部または下端部において全量を投
入してもよく、殺菌時間を長くしようとするときは、適切な位置の中和処理のためのチャ
ンバーの上下端部から分離して中和剤を投入することにより、中和処理過程の中で殺菌処
理が追加して持続するようにしてもよい。このような中和剤投入過程もやはり養魚場の規
模、養殖水の水質、揚水の供給量などに応じて調節して適切に設計することができる。
【０１３８】
　前記のような本発明に係る流水式の魚類養殖方法を適用して、特に本発明による魚類の
滅菌養殖システムを利用する場合、低コストおよび高効率で無菌魚類養殖が可能になる。
このような本発明に係る流水式魚類養殖方法と魚類の滅菌養殖システムは、魚類の斃死率
は低く、抗生物質とワクチンが不要な無菌養殖法として、従来の養殖法とは異なる新しい
養殖法として非常に有用なものである。
【０１３９】
　また、本発明の新しい魚類滅菌養殖システムの場合は、従来とは異なり高濃度オキシダ
ント（０．１～７ｐｐｍ）を発生させ、病原性細菌など魚類有害菌を完全に死滅させ、時
間と空間および経済的効率性の全べて優れた方法で、毎分３０～６０トンの滅菌養殖水の
供給が可能であり、簡単なシステム設計の調整で毎分数千トン～数万トンの滅菌養殖水の
供給も可能であり、滅菌養殖水内のオキシダント残留量を少なくとも０．０６ｐｐｍ以下
、好ましくは０．０１ｐｐｍ、最も好ましくは０．００３ｐｐｍ以下に除去することがで
き、非常に経済的で環境に優しく大規模の魚類無菌養殖が可能である。
【０１４０】
　以下、本発明を次の実施例に基づいて具体的に説明するが、本発明はそれに限定される
ものではない。
【０１４１】
　下記の実施例は、養殖水面性５０００ｍ２規模に利用可能な実際の設備の大きさの１／
１０００量に該当する横６０ｃｍ、縦５０ｃｍ、高さ８０ｃｍの大きさの８つのチャンバ
ー（水槽）で構成された流水式の滅菌魚類養殖システムを一つの実施例として構成し、下
記試験を実施した。
【０１４２】
　（比較例１）
　中小型として最も多く設けられる養殖場面積５０００ｍ２の養殖水に該当する、１分当
たり６０トンの水量に、電気分解装置またはオゾン供給器によりオキシダントを０．８ｍ
ｇ／Ｌ（ｐｐｍ）を発生させ殺菌した後、活性炭によりオキシダントを除去するために活
性炭（Activated Carbon）を準備しようと計算した結果、なんと４００ｍ３の活性炭の適
用空間を必要とし、直径５ｍ、高さ１．５ｍである活性炭の塔を２８個も設置する必要が
あるという結論が導出された。
【０１４３】
　したがって、このような方法では高コストがかかり、場所的にも膨大なスペースが必要
であり、再生処理の難しさにより、多量の水量を使う養魚場では使用できない方法である
と確認された。
【０１４４】
　（製造実施例１）
　済州島西帰浦市表善面の海水と地下海水を５０：５０に混合し、養魚場で一般的に注水
する主水口の流速（２０～３０ｃｍ／ｓｅｃ）で下記表３のように電圧、電流密度を変化
しながら電気分解し、臭素酸塩（Ｂｒｏｍａｔｅ）の生成濃度を分析した。
【０１４５】
　地域別、当該地域でも位置毎の海水中に含まれる有機物質の濃度、臭化ナトリウム（Ｎ
ａＢｒ）の濃度、塩分などはすべて異なるため、表善面が最も標準的地域および場所とし
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て判断され、当該地域を選定した。
【０１４６】
【表３】

【０１４７】
　（製造実施例２）
　有機物質がほとんどない表善面の地下海水を流速２０～３０ｃｍ／ｓｅｃで流しながら
下記表４の条件で電気分解した後、臭素酸塩の濃度を測定した。この時、海水中の臭素酸
ナトリウム（ＮａＢｒ）の含有量は、Ｂｒとして６３．３ｍｇ／Ｌであった。
【０１４８】

【表４】

【０１４９】
　（製造実施例３）
　表善面の海水のみを以て流速２０～３０ｃｍ／ｓｅｃで下記表５の条件により電気分解
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をして臭素酸塩の含有量を測定した。その結果は、下記表５の通りである。この時、海水
中の臭素酸ナトリウム（ＮａＢｒ）の含有量は、Ｂｒとして６３．７ｍｇ／Ｌであった。
【０１５０】
【表５】

【０１５１】
　（製造実施例４）
　表善面の地下海水を１０～２０ｃｍ／ｓｅｃの流速でゆっくり電気分解して、下記の条
件で高濃度ＴＲＯを調製し、注水口のＴＲＯ濃度は１ｐｐｍ　ＴＲＯ濃度になるよう、海
水で希釈して臭素酸塩（Ｂｒｏｍａｔｅ）の生成濃度を測定した。その結果は、下記表６
の通りである。
【０１５２】
【表６】

【０１５３】
　（実施例１）
　まず、済州島の沖で採水した養殖水を、電気分解装置にて連続的に１．０ｐｐｍの総残
留オキシダント（ＴＲＯ）が発生するように、電気分解装置における電圧と電流を調節し
、６０Ｌ／分の流速で殺菌処理部に注水した。この時、本発明による図２及び図３ａ、３
ｂに例示された構造を持つのと同じ流水式滅菌魚類養殖システムを利用するが、中和処理
部の第３チャンバー～第８チャンバー（図３ａにおいて４３０、４４０、４５０、４６０
、４７０）に該当する５つのチャンバーには、１．０メッシュ（Ｍｅｓｈ）の亜鉛網を４
０ｃｍ間隔で２カ所に設置したものを用いた。次に、注水された殺菌養殖水中の総残留オ
キシダント（ＴＲＯ）とＴＲＯに対する当量よりも１．０～１．７倍のチオ硫酸ナトリウ
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、チオ硫酸ナトリウム５水和物０．２６５％の溶液を調製して別の容器に入れて置き、６
０ｍＬ／分の速度で第３チャンバー（図３ａにおける４３０）に注入し、ブロアー（ｂｌ
ｏｗｅｒ）で空気を注入してよく混合されるようにする。
【０１５４】
　ここで、中和剤であるチオ硫酸ナトリウムを当量よりも多い１．７倍に投入しなければ
ならないことは、電気分解装置およびオゾン供給器から生成されたオキシダントが下記酸
化還元反応式によってのみ除去されるのではないか、または生成されたオキシダントがＮ
ａＯＣｌだけでなく、多数の異なる種類があるためであると考えられる。本実施例では、
長期にわたる実験の繰り返しおよび研究を重ねた結果、チオ硫酸ナトリウム中和剤の場合
、当量より１．７倍程度の量を加える場合、一定時間が経過すると０．０００ｐｐｍまで
中和されることを確認した。
【０１５５】
　このとき、第４チャンバー（図３ａにおける４４０）から第８チャンバー（図３ａにお
ける４８０）までの中和処理部には、空気は注入したが、チオ硫酸ナトリウム５水和物溶
液は注入しなかった。電気分解装置で発生した総残留オキシダントの中で色々な成分の一
つである次亜塩素酸ナトリウム（ＮａＯＣｌ）をチオ硫酸ナトリウムで除去する反応は、
次の反応式４によって行われるものと推定される。
【０１５６】
　（反応式４）
４ＮａＣｌＯ＋Ｎａ２Ｓ２Ｏ３＋２ＮａＯＨ
→４ＮａＣｌ＋２Ｎａ２ＳＯ４＋Ｈ２Ｏ
　前記中和処理後、養殖水に残留する総残留オキシダント（ＴＲＯ）除去率（％）の測定
結果は、下記表７の通りである。
【０１５７】
【表７】

【０１５８】
　（実施例２）
　前記実施例１と同じ流水式で魚類の滅菌養殖システムを適用するが、電気分解装置でオ
キシダントを生成するのではなく、オゾン供給器でオキシダントを生成させ養殖水処理工
程を行った。
【０１５９】
　前記処理後の養殖水に残留する総残留オキシダント（ＴＲＯ）除去率（％）の測定結果
は、下記表８の通りである。
【０１６０】
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【０１６１】
　電気分解装置を用いて発生されるオキシダントの主成分は、次亜塩素酸ナトリウム（Ｎ
ａＯＣｌ）（SodiumHypochlorite）または次亜塩素酸（ＨＯＣｌ）（Hypochlorous acid
）であり、オゾン供給器で生成されたオキシダントの主成分は次亜臭素酸（ＨＯＢｒ）（
Hydrobromous acid）または次亜臭素酸ナトリウム（ＮａＯＢｒ）（SodiumHypoBromite）
であると推定されるが、いずれのオキシダントでも、本実施例によりオキシダントが完全
に除去されることが確認できた。
【０１６２】
　（実施例３）
　前記実施例１と同じの流水式の魚類滅菌養殖システムを使用して、電気分解装置で連続
的に１．０ｐｐｍの総残留オキシダント（ＴＲＯ）が発生するよう、電圧と電流を調節し
て、３０Ｌ／分の流速で殺菌処理部である第１チャンバーに注水した。中和処理部である
第３チャンバー（図３ａにおける４３０）に０．２６５％濃度のチオ硫酸ナトリウム５水
和物溶液を調製し別の容器に入れて置き、総残留オキシダント（ＴＲＯ）とＴＲＯに対す
る当量より１．７倍の量が反応できるように、チオ硫酸ナトリウム５水和物溶液を３０ｍ
ｌ／分の流速で注入することを除いては、実施例１と同じ方法で養殖水処理工程を実行し
た。
【０１６３】
　前記の処理後の養殖水に残留する総残流のオキシダント（ＴＲＯ）除去率（％）の測定
結果は下記表９の通りである。
【０１６４】
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【０１６５】
　前記の表９に示したように、１．０ｐｐｍの総残留オキシダント（ＴＲＯ）が含まれて
いる養殖水を１分当たり３０Ｌの流速で横６０ｃｍ、縦５０ｃｍ、高さ８０ｃｍの中和水
槽を通過させオキシダントを除去する場合は、第７チャンバー（図３ａにおける４７０）
でオキシダントの除去率がすでに１００％に達したため、残りの第８チャンバー（図３ａ
における４８０）は、改めて通さないか、または設ける必要もないことが確認できた。
【０１６６】
　すなわち、オキシダントの濃度、注入速度、水槽の大きさを考慮して、各養殖場の規模
に合わせて魚類の滅菌養殖システムを設計及び製作して産業規模に実用化し適用できるも
のである。
【０１６７】
　（実施例４）
　前記実施例１とすべての条件を同一にして、ジチオン酸ナトリウム（Sodium dithionit
e）無水物（ａ）０．５７２％と水和物（ｂ）０．３３６％（０．５７２÷１．７）の溶
液を調製して中和タンクに入れ、毎分６０ｍｌを注入しながら中和を実施した。中和反応
は、以下のような反応式５によって行われるものと推定される。その結果は、下記表１０
の通りである。
【０１６８】
　（反応式５）
・２Ｎａ２Ｓ２Ｏ４＋Ｈ２Ｏ
→Ｎａ２Ｓ２Ｏ３＋２ＮａＨＳＯ３

・Ｎａ２Ｓ２Ｏ３＋４ＮａＯＣｌ＋２ＮａＯＨ
→４ＮａＣｌ＋２Ｎａ２ＳＯ４＋Ｈ２Ｏ
・２ＮａＨＳＯ３＋２ＮａＯＣｌ
→２ＮａＣｌ＋２ＮａＨＳＯ４

【０１６９】
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【表１０】

【０１７０】
　前記実験の結果、短い時間内に魚類の養殖ができる残留オキシダントを０．０６ｐｐｍ
まで除去することが可能で、累積中和時間２０～２４分で０．００３ｐｐｍまで完全に中
和除去されることが確認できる。
【０１７１】
　（実施例５）
　前記実施例１とすべての条件を同一にして、アスコルビン酸０．８５％溶液を調製して
中和タンクに入れ、毎分６０ｍｌを注入しながら中和を実施した。中和反応は、以下のよ
うな反応式６により行われるものと推定される。その結果は、下記表１１の通りである。
【０１７２】
　（反応式６）
Ｃ６Ｈ８Ｏ６＋ＮａＯＣｌ
→Ｃ６Ｈ６Ｏ６＋ＮａＣｌ＋Ｈ２Ｏ
【０１７３】
【表１１】

【０１７４】
　前記実験の結果、アスコルビン酸は無機物中和剤より少し早い時間内に中和が完成され
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ることを確認できる。
【０１７５】
　（実施例６）
　前記実施例１とすべての条件を同一にして、システイン塩酸塩一水和物１．６９％溶液
を調製して中和タンクに入れ、毎分６０ｍｌを注入しながら中和を実施した。中和反応は
、以下のような反応式７により行われるものと推定される。その結果は、下記表１２の通
りである。
【０１７６】
　（反応式７）
２Ｃ３Ｈ７ＮＯ２Ｓ＋ＮａＯＣｌ
→２Ｃ３Ｈ６ＮＯ２Ｓ＋ＮａＣｌ＋３Ｈ２Ｏ＋２ＨＣｌ
【０１７７】
【表１２】

【０１７８】
　前記実験の結果、本中和剤は、生体タンパク質を構成するアミノ酸としてオキシダント
に対する中和力が優れるものと判断される。
【０１７９】
　（実施例７）
　前記実施例３と同じ魚類滅菌養殖システムを使用するが、亜鉛網を除去し、エアレーシ
ョンを実施していない。その結果は、下記表１３の通りである。
【０１８０】
【表１３】

【０１８１】
　エアレーションと亜鉛網を使用しない場合には、４８分程度が経過してから０．０１ｐ
ｐｍ以下にオキシダントを除去することができるため、オキシダントを除去するのに多少
長い時間がかかった。したがって反応チャンバーの数やサイズがもっと必要になることも
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ある。
【０１８２】
　（実施例８～９）
　亜硫酸ナトリウム、酸性亜硫酸ナトリウムをそれぞれ使用してオキシダントの除去効率
を比較するために、前記実施例３とすべての条件を同一にして、以下の反応式８により中
和されると推定して、亜硫酸ナトリウム当量を１．７倍の０．６０４％溶液（１２６．０
４／３５．５×１．７）を使用し、酸性亜硫酸ナトリウム当量を１．７倍の０．５８６％
溶液（１０４．０６１／３５．５×１．７）で使用して、それぞれ３０ｍｌ／分の速度で
注入した。
【０１８３】
　使用された各中和剤のオキシダント除去率を測定し、その結果を下記表１４に比較して
示した。
【０１８４】
　（反応式８）
・ＮａＯＣｌ＋Ｎａ２ＳＯ３

→ＮａＣｌ＋Ｎａ２ＳＯ４

・ＮａＯＣｌ＋ＮａＨＳＯ３

→ＮａＣｌ＋ＮａＨＳＯ４

【０１８５】
【表１４】

【０１８６】
　（実施例１０）
　前記実施例３とすべての条件を同一にし、中和剤として過酸化水素（５０％）を使用し
てオキシダントを除去し、オキシダントの除去効率を測定した。下記反応式９に示すよう
に中和されると推定する当量より１．７倍量の中和剤を使用するために過酸化水素（５０
％）０．３５５（３５．５／３４．０１×２×１．７）％溶液を調製して、別の中和タン
クに入れて置き、３０ｍｌ／分の速度で注入した。その結果は、下記表１５の通りである
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。
【０１８７】
　（反応式９）
ＮａＯＣｌ＋Ｈ２Ｏ２→ＮａＣｌ＋Ｈ２Ｏ＋Ｏ２

【０１８８】
【表１５】

【０１８９】
　（実験例１：亜鉛板の中和促進効果試験）
　２０００ｍｌビーカーに薄い亜鉛板（厚さ１ｍｍ）を幅１０ｍｍ、長さ２００ｍｍに切
断して、４個を床から４ｃｍほど離れて吊り下げて置き、オキシダント２ｐｐｍ溶液１５
００ｍｌを入れてマグネチック棒で攪拌しながら８分、１６分、２４分、３２分、４０分
、４８分の間隔でそれぞれのサンプルを取りオキシダント除去率の実験をした。その実験
結果を下記表１６に示す。
【０１９０】

【表１６】

【０１９１】
　前記実験の結果、亜鉛が明らかにオキシダント除去促進の役割をしていることを確認し
た。
【０１９２】
　（実験例２：ストレプトコッカス・パラウベリス（Streptococcus parauberis）微生物
生存実験の測定）
　養殖水と共に輸入されヒラメに最も多く斃死を引き起こす原因のストレプトコッカス・
パラウベリス（Streptococcusparauberis）微生物を別途培養して、１０５ｃｆｕ／ｍｌ
になるように養殖水を調製した。これを電気分解装置を用いて前記実施例１の１／２に該
当する０．５ｐｐｍの総残留オキシダント（Ｏｘｉｄａｎｔ）を生成して殺菌処理部の第
１チャンバー（図３ａにおける３１０）に前記調製した養殖水を注水した。併せて、オキ
シダントの残留時間を前記実施例１よりも２倍（１６分）長くするために第２チャンバー
（図３ａにおける３２０）と第３チャンバー（図３ａにおける４３０）を殺菌処理部とし
て使用し、中和処理部の開始チャンバーとして第４チャンバー（図３ａにおける４４０）
において０．２６５％の濃度のチオ硫酸ナトリウム５水和物（Sodiumthiosulfate、Ｎａ
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【０１９３】
　続いて、第５チャンバー（図３ａにおける４５０）から第８チャンバー（図３ａにおけ
る４８０）まで中和処理段階を経た後、養殖水を採水して総残留オキシダント（ＴＲＯ）
とストレプトコッカス・パラウベリスの菌水を測定した結果、総残留オキシダントは１０
０％除去され、ストレプトコッカス・パラウベリスは１～５ｃｆｕ／ｍｌで９９．９％減
少したことが確認できた。その結果を下記表１７に示す。
【０１９４】
【表１７】

【０１９５】
　微生物の試験は、生菌水試験のみ行い同定試験は行わなかった。検出される微生物のコ
ロニー（Ｃｏｌｏｎｙ）形態で判断したとき、意図的に注入したストレプトコッカス・パ
ラウベリスではないと判断されたので、微生物の死滅率が９９．９％で確認されたが、ス
トレプトコッカス・パラウベリスは１００％死滅されたと判断することができる。
【０１９６】
　（実験例３：養殖魚体中の臭素酸塩（Ｂｒｏｍａｔｅ）検査）
　表善面の海水及び地下海水を毎分４００Ｌ、流速２０～３０ｃｍ／ｓｅｃ、２．７Ｖ、
１．２ｐｐｍのＴＲＯ濃度でオキシダントを発生させ、１６分間（１番～４番チャンバー
を滅菌チャンバーとして使用）殺菌して、１．５％の中和液を５番チャンバーに毎分５５
ｍｌを入れ、エアレーション（Ａｉｒａｔｉｏｎ）で曝気しながら１６分間（５番～８番
チャンバーを中和槽として使用）中和して、ＴＲＯが０．０１ｐｐｍ以下であることを確
認した後、養殖水槽に注水を開始した。
【０１９７】
　直径８ｍの水槽に、２０１４年６月１日魚体重５～１０ｇの稚魚を入れ流水式滅菌水の
魚類養殖を開始し、６ヶ月ぶりの１２月１日、魚体重３００～４００ｇの２匹をランダム
に選定してミキサーで粉砕した後、蒸留水を加えて全体が２０００ｍｌになるようにした
後、遠心分離して上澄み液を採取し、臭素酸塩（Ｂｒｏｍａｔｅ）を検査した結果、不検
出であった。
【０１９８】
　また、６ヶ月の養殖期間中、以下の病気による斃死も全く発生しなかった。
１．ラブド（Ｒｈａｂｄｏ）ウイルス、ＶＨＳＶ（ウイルス性出血性敗血症）、リムフォ
システィス（Ｌｙｍｐｈｏｃｙｓｔｉｓ）ウイルス
２．ビブリオ病（Ｖｉｂｒｉｏ　ａｎｇｕｉｌｌａｒｕｍなど）
３．エドワード病（Ｅｄｗａｒｄｓｉｅｌｌａ　ｔａｒｄａなど）
４．連鎖水菌症（Ｓｔｒｅｐｔｏｃｏｃｃｕｓ　ｐａｒａｕｂｅｒｉｓなど）
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　したがって、前記の実施例から分かるように、本発明による流水式の魚類養殖方法と、
魚類の滅菌養殖システムを適用して養殖水内の様々な病原性微生物などの魚類有害菌を死
滅させた後、魚類に有害なオキシダント物質を完全に除去し、滅菌された無菌養殖水を養
殖水槽に注水することより、病原性微生物による魚類の斃死を画期的に減らせることが確
認された。また、養殖水内に残留するオキシダントの濃度、養殖水の注入速度、養殖水槽
の大きさなどを考慮して、各養殖場の規模に合わせて魚類の滅菌養殖システムを設計し使
用することにより、産業規模に適用できる優れた養殖方法であることが確認された。
【符号の説明】
【０１９９】
１００　　　養殖水の供給部
２００　　　オキシダントの生成部
３００　　　殺菌処理部
３１０　　　第１チャンバー
３２０　　　第２チャンバー
４００　　　中和処理部
４０１　　　中和剤投入口
４０２　　　中華促進剤、
４０３　　　エアレーション装置
４３０～４８０　　　第３チャンバー～第８チャンバー
５００　　　養殖水槽
６００　　　滅菌養殖水供給部
６１０　　　混合タンク
７００　　　養殖廃水の排出部

【図１】

【図２】

【図３】
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【国際調査報告】
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